
 

 

 

 

 

 

 

 

施工パッケージ型積算基準の見方・留意点 
土地改良事業等適用施工パッケージ型積算方式の試行 

（平成 29 年 9 月 25 日付け事調第 598 号農政部長通知）の一部改正 

 

１．適用年月日 

 最新設計単価の対象工事 最新設計単価の対象外工事 

積算基準日 令和６年 12 月 19 日以降 令和７年 2 月 20 日以降 

 
  



 

 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

土地改良事業等適用施工パッケージ型積算基準の見方・留意点について 

 

土地改良事業等工事積算基準の標準歩掛では、工種毎に「標準歩掛」を用いる場合と「施工パッケージ

型積算基準」を用いる場合を混在して掲載してある。 

施工パッケージ型積算基準の見方・留意点については以下のとおり。 

1  適用範囲 

【省略】 

 

4  施工パッケージ型積算方式標準単価表 

（1） 標準単価表 

国土交通省国土技術政策総合研究所社会資本システム研究室ＨＰで公表している施工パッケージ型

積算方式標準単価表を採用している。 

なお、北海道農政部においては施工パッケージ型積算方式標準単価表を下記のとおり読み替える。 

① 適用日 
適用 標準単価表表紙 

国土交通省 令和6年 4月 1日以降に入札書提出期限日を設定している工事から適用 

農政部 令和6年12月19日以降の積算基準日の工事から適用 

【省略】 

 

5  施工パッケージ型積算に使用する単価表 

 積算基準日  令和6年 令和7年 

 単価等分類  12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 

標準単価表 標準単価表（令和6.4適用） 

東京機械単価 令和5年度基準（機械経費） 

東京労務単価 令和5年度労務単価 

東京材料単価 建設物価・積算資料（令和5年4月号） 

農政部機械単価 通常の積算に用いる単価と同様（建設機械等損料表北海道補正版令和5年度） 

農政部労務単価 通常の積算に用いる単価と同様（道単価） 

農政部材料単価 通常の積算に用いる単価と同様（道単価） 

積算基準※ 令和6年度土地改良事業等工事積算基準 

※ 上表に無い改正・改定を行う場合があるため、最新の内容を確認すること。 

 

土地改良事業等適用施工パッケージ型積算基準の見方・留意点について 

 

土地改良事業等工事積算基準の標準歩掛では、工種毎に「標準歩掛」を用いる場合と「施工パッケージ

型積算基準」を用いる場合を混在して掲載してある。 

施工パッケージ型積算基準の見方・留意点については以下のとおり。 

1  適用範囲 

【省略】 

 

4  施工パッケージ型積算方式標準単価表 

（1） 標準単価表 

国土交通省国土技術政策総合研究所社会資本システム研究室ＨＰで公表している施工パッケージ型

積算方式標準単価表を採用している。 

なお、北海道農政部においては施工パッケージ型積算方式標準単価表を下記のとおり読み替える。 

① 適用日 
適用 標準単価表表紙 

国土交通省 令和5年 4月 1日以降に入札書提出期限日を設定している工事から適用 

農政部 令和5年12月19日以降の積算基準日の工事から適用 

【省略】 

 

5  施工パッケージ型積算に使用する単価表 

 積算基準日  令和5年 令和6年 

 単価等分類  12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 

標準単価表 標準単価表（令和5.4適用） 

東京機械単価 令和4年度基準（機械経費） 

東京労務単価 令和4年度労務単価 

東京材料単価 建設物価・積算資料（令和4年4月号） 

農政部機械単価 通常の積算に用いる単価と同様（建設機械等損料表北海道補正版令和4年度） 

農政部労務単価 通常の積算に用いる単価と同様（道単価） 

農政部材料単価 通常の積算に用いる単価と同様（道単価） 

積算基準※ 令和5年度土地改良事業等工事積算基準 

※ 上表に無い改正・改定を行う場合があるため、最新の内容を確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 

表内、字句の改正 

 
 
 
 

 

表内、字句の改正 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 土工 
土地改良事業等適用施工パッケージ型積算方式の試行 

（平成 29 年 9 月 25 日付け事調第 598 号農政部長通知）の一部改正 

 

１．適用年月日 

 最新設計単価の対象工事 最新設計単価の対象外工事 

積算基準日 令和６年 12 月 19 日以降 令和７年 2 月 20 日以降 

 
  



 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

Ｂ 土   工 

Ｂ～0810 土 工  
 

1  適用範囲 

本資料は、施工パッケージによる土工に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 掘 削 

【省略】 

3－4 路体（築堤）盛土 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－22 路体（築堤）盛土 積算条件区分一覧     （積算単位：㎥） 

施工幅員 施工数量 障害の有無 

2.5ｍ未満 ― ― 

2.5ｍ以上 4.0ｍ未満 ― ― 

4.0ｍ以上 

20,000 ㎥未満 
無し 

有り 

20,000 ㎥以上 
無し 

有り 

【省略】 

 

Ｂ 土   工 

Ｂ～0810 土 工 
 

1  適用範囲 

本資料は、施工パッケージによる土工に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 掘 削 

【省略】 

3－4 路体（築堤）盛土 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－22 路体（築堤）盛土 積算条件区分一覧     （積算単位：㎥） 

施工幅員 施工数量 障害の有無 

2.5ｍ未満 ― ― 

2.5ｍ以上 4.0ｍ未満 ― ― 

4.0ｍ以上 

10,000 ㎥未満 
無し 

有り 

10,000 ㎥以上 
無し 

有り 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、数値の改正 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－2－ 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－23 路体（築堤）盛土 代表機労材規格一覧 
施工幅員 施工数量 項 目 代表機労材規格 備 考 

2.5ｍ以上 
4.0ｍ未満 

― 

機 械 

K1 
振動ローラ(舗装用)［搭乗・コンバインド式・
排出ガス対策型（第 3 次基準値）］ 
 運転質量 3～4ｔ 

賃料 

K2 
バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型・
低騒音型・排出ガス対策型（2014 年規制）］ 
 山積 0.28 ㎥（平積 0.2 ㎥） 

賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  
R2 普通作業員  
R3 ―  
R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  
Z2 ―  
Z3 ―  
Z4 ―  

市場単価 S ―  

4.0ｍ以上 

20,000 ㎥
未満 

機 械 

K1 
ブルドーザ［湿地・排出ガス対策型（2011 年
規制）］ 7ｔ級 

賃料 

K2 
振動ローラ（土工用）[フラット・シングルド
ラム型･排出ガス対策型（2011 年規制）] 
 運転質量 11～12ｔ 

賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  
R2 普通作業員  
R3 ―  
R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  
Z2 ―  
Z3 ―  
Z4 ―  

市場単価 S ―  

20,000 ㎥
以上 

機 械 

K1 
ブルドーザ［湿地・排出ガス対策型（2011 年
規制）］ 16ｔ級 

賃料 

K2 
振動ローラ（土工用）[フラット・シングルド
ラム型･排出ガス対策型（2011 年規制）] 
 運転質量 11～12ｔ 

賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  
R2 普通作業員  
R3 ―  
R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  
Z2 ―  
Z3 ―  
Z4 ―  

市場単価 S ―  
 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－23 路体（築堤）盛土 代表機労材規格一覧 
施工幅員 施工数量 項 目 代表機労材規格 備 考 

2.5ｍ以上 
4.0ｍ未満 

― 

機 械 

K1 
振動ローラ(舗装用)［搭乗・コンバインド式・
排出ガス対策型（第 3次基準値）］ 
 運転質量 3～4ｔ 

賃料 

K2 
バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型・ 
     排出ガス対策型（第 2次基準値）］ 
 山積 0.28 ㎥（平積 0.2 ㎥） 

賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  
R2 普通作業員  
R3 ―  
R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  
Z2 ―  
Z3 ―  
Z4 ―  

市場単価 S ―  

4.0ｍ以上 

10,000 ㎥
未満 

機 械 

K1 
ブルドーザ［湿地・排出ガス対策型（第 3次基
準値）］ 7ｔ級 

賃料 

K2 
振動ローラ（土工用）[フラット・シングルド
ラム型･排出ガス対策型（第 3次基準値）] 
 運転質量 11～12ｔ 

賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  
R2 普通作業員  
R3 ―  
R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  
Z2 ―  
Z3 ―  
Z4 ―  

市場単価 S ―  

10,000 ㎥
以上 

機 械 

K1 
ブルドーザ［湿地・排出ガス対策型（第 3次基
準値）］ 16ｔ級 

賃料 

K2 
振動ローラ（土工用）[フラット・シングルド
ラム型･排出ガス対策型（第 3次基準値）] 
 運転質量 11～12ｔ 

賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  
R2 普通作業員  
R3 ―  
R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  
Z2 ―  
Z3 ―  
Z4 ―  

市場単価 S ―  
 

 

 

 

表内、字句・数値の

追加、改正 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－3－ 

3－5 路床盛土 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－24 路床盛土 積算条件区分一覧       （積算単位：㎥） 

施工幅員 施工数量 障害の有無 

2.5ｍ以上 4.0ｍ未満 － － 

4.0ｍ以上 

20,000 ㎥未満 
無し 

有り 

20,000 ㎥以上 
無し 

有り 

【省略】 

 

3－5 路床盛土 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－24 路床盛土 積算条件区分一覧       （積算単位：㎥） 

施工幅員 施工数量 障害の有無 

2.5ｍ以上 4.0ｍ未満 － － 

4.0ｍ以上 

10,000 ㎥未満 
無し 

有り 

10,000 ㎥以上 
無し 

有り 

【省略】 

 

 

 

 

 

表内、数値の改正 

 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－4－ 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－25 路床盛土 代表機労材規格一覧 

施工幅員 施工数量 項 目 代表機労材規格 備 考 

2.5ｍ以上 

4.0ｍ未満 
― 

機 械 

K1 
振動ローラ(舗装用)［搭乗・コンバインド式・排出
ガス対策型（第 3 次基値）］ 
 運転質量 3～4ｔ 

賃料 

K2 

バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型・低騒
音型・排出ガス対策型（2014 年規制）］ 

 山積 0.28 ㎥（平積 0.2 ㎥） 
賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

4.0ｍ以上 

20,000 ㎥ 

未満 

機 械 

K1 

ブルドーザ［湿地・排出ガス対策型（2011 年規

制）］ 

 7ｔ級 

賃料 

K2 
振動ローラ（土工用）[フラット・シングルドラム
型･排出ガス対策型（2011 年規制）] 
 運転質量 11～12ｔ 

賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

20,000 ㎥ 

以上 

機 械 

K1 

ブルドーザ［湿地・排出ガス対策型（2011 年規

制）］ 

 16ｔ級 

賃料 

K2 
振動ローラ（土工用）[フラット・シングルドラム
型･排出ガス対策型（2011 年規制）] 
 運転質量 11～12ｔ 

賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－25 路床盛土 代表機労材規格一覧 

施工幅員 施工数量 項 目 代表機労材規格 備 考 

2.5ｍ以上 

4.0ｍ未満 
― 

機 械 

K1 
振動ローラ(舗装用)［搭乗・コンバインド式・排出
ガス対策型（第 3次基値）］ 
 運転質量 3～4ｔ 

賃料 

K2 

バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型・   
   排出ガス対策型（第 2次基準値）］ 

 山積 0.28 ㎥（平積 0.2 ㎥） 
賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

4.0ｍ以上 

10,000 ㎥ 

未満 

機 械 

K1 

ブルドーザ［湿地・排出ガス対策型（第 3次基準

値）］ 

 7ｔ級 

賃料 

K2 
振動ローラ（土工用）[フラット・シングルドラム
型･排出ガス対策型（第 3次基準値）] 
 運転質量 11～12ｔ 

賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

10,000 ㎥ 

以上 

機 械 

K1 

ブルドーザ［湿地・排出ガス対策型（第 3次基準

値）］ 

 16ｔ級 

賃料 

K2 
振動ローラ（土工用）[フラット・シングルドラム
型･排出ガス対策型（第 3次基準値）] 
 運転質量 11～12ｔ 

賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

 

 

 

 

表内、字句・数値の
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新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－5－ 

Ｂ～3010 作業土工（埋戻工） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 埋戻し 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－2 埋戻し 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 

施工方法 

備考 

最
小
埋
戻
幅
４
ｍ
以
上 

最
大
埋
戻
幅
４
ｍ
以
上 

最
大
埋
戻
幅
１
ｍ
以
上
４
ｍ
未
満 

最
大
埋
戻
幅
１
ｍ
未
満 

左
記
以
外(

小
規
模)

 

現
場
制
約
有
り 

機 械 

K1 

バックホウ(クローラ型)[標準型・超低騒音型・

排出ガス対策型(2014 年規制)] 山積 0.8 ㎥(平

積 0.6 ㎥) 

○ ○ ○    賃料 

バックホウ(クローラ型)[後方超小旋回型・超低

騒音型・排出ガス対策型(2014 年規制)] 山積

0.45 ㎥(平積 0.35 ㎥) 

   ○    

バックホウ(クローラ型)[後方超小旋回型・排出

ガス対策型(第 2次基準値)] 

 山積 0.28 ㎥(平積 0.2 ㎥) 

    ○   

K2 

ブルドーザ[普通・排出ガス対策型(2014 年規

制)] 15ｔ級 
○       

振動ローラ(舗装用)［ハンドガイド式］ 

運転質量 0.5～0.6ｔ 
 ○ ○    賃料 

K3 
タンパ及びランマ 質量 60～80 ㎏  ○ ○ ○  ※ 賃料 

ランマ 質量 60～80 ㎏     ○   

【省略】 

Ｂ～3010 作業土工（埋戻工） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 埋戻し 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－2 埋戻し 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 

施工方法 

備考 

最
小
埋
戻
幅
４
ｍ
以
上 

最
大
埋
戻
幅
４
ｍ
以
上 

最
大
埋
戻
幅
１
ｍ
以
上
４
ｍ
未
満 

最
大
埋
戻
幅
１
ｍ
未
満 

左
記
以
外(

小
規
模)

 

現
場
制
約
有
り 

機 械 

K1 

バックホウ(クローラ型)[標準型・      

排出ガス対策型(第 2次基準値)] 山積 0.8 ㎥(平

積 0.6 ㎥) 

○ ○ ○       

バックホウ(クローラ型)[標準型・       

   排出ガス対策型(第 1次基準値)] 山積

0.45 ㎥(平積 0.35 ㎥) 

   ○    

バックホウ(クローラ型)[後方超小旋回型・排出

ガス対策型(第 2 次基準値)] 

 山積 0.28 ㎥(平積 0.2 ㎥) 

    ○   

K2 

ブルドーザ[普通・排出ガス対策型(第 1 次基準

値)] 15ｔ級 
○       

振動ローラ(舗装用)［ハンドガイド式］ 

運転質量 0.8～1.1ｔ 
 ○ ○    賃料 

K3 
タンパ及びランマ 質量 60～80 ㎏  ○ ○ ○  ※ 賃料 

ランマ 質量 60～80 ㎏     ○   

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の削除 

及び字句・数値の追

加、改正 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ｃ 共通工 
土地改良事業等適用施工パッケージ型積算方式の試行 

（平成 29 年 9 月 25 日付け事調第 598 号農政部長通知）の一部改正 

 

１．適用年月日 

 最新設計単価の対象工事 最新設計単価の対象外工事 

積算基準日 令和６年 12 月 19 日以降 令和７年 2 月 20 日以降 

 
  



 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

Ｃ 共 通 工 

Ｃ～1000 基礎・裏込砕石工 

1  適用範囲 

本資料は、無筋構造物、鉄筋構造物、小型構造物の基礎・裏込砕石工に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

1－1－1  基礎砕石 

【省略】 

1－1－2  裏込砕石 

（1） 裏込砕石の敷均し及び締固め作業の場合 

（2） 再生資材を用いる場合 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 基礎砕石 

【省略】 

3－2 裏込砕石 

（1）条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－4 裏込砕石 積算条件区分一覧       （積算単位：㎥） 

積算条件 区 分 

砕石の種類 

切込砂利 80 ㎜級 

切込砕石 80 ㎜級 

再生骨材 80 ㎜級 

切込砂利 40 ㎜級 

切込砕石 40 ㎜級 

再生骨材 40 ㎜級 

砕石（各種） 

【省略】 

 

Ｃ 共 通 工 

Ｃ～1000 基礎・裏込砕石工 

1  適用範囲 

本資料は、無筋構造物、鉄筋構造物、小型構造物の基礎・裏込砕石工に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

1－1－1  基礎砕石 

【省略】 

1－1－2  裏込砕石 

（1） 裏込砕石の敷均し及び締固め作業の場合 

              

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 基礎砕石 

【省略】 

3－2 裏込砕石 

（1）条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－4 裏込砕石 積算条件区分一覧       （積算単位：㎥） 

積算条件 区 分 

砕石の種類 

切込砂利 80 ㎜級 

切込砕石 80 ㎜級 

         

切込砂利 40 ㎜級 

切込砕石 40 ㎜級 

         

砕石（各種） 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の削除 

及び改正 

 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－2－ 

Ｃ～1300 コンクリートブロック積（張）工 

1  適用範囲 

【省略】 

1－1 適用できる範囲 

1－1－1  間知ブロック積 

【省略】 

1－1－7  胴込・裏込材（砕石） 

（1） コンクリートブロック積（張）工における砕石・再生資材等の胴込・裏込材の投入転圧の場合 

【省略】 

1－2－7  胴込・裏込材（砕石） 

（1） 石積（張）における砕石・再生資材等の等の胴込・裏込材設置の場合 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 間知ブロック積 

【省略】 

3－2 大型ブロック積 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－5 大型ブロック積 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

バックホウ（クローラ型）[標準型・超低騒音型・ 

クレーン機能付・排出ガス対策型(2014 年規制)] 

山積 0.8m3（平積 0.6m3）吊能力 2.9t 

賃料 

2,000 ㎏/個以下の場合 

ラフテレーンクレーン［油圧伸縮ジブ型・排出ガス 

対策型（第 3次基準値）］25ｔ吊 

賃料 

2,000 ㎏/個超えの場合 

K2 ― 
  

           

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 ブロック工  

R3 土木一般世話役  

R4 特殊作業員  

材 料 

Z1 
大型ブロック 控え 500 ㎜ 2,000 ㎏/個以下の場合 

大型ブロック 控え 2,000 ㎜ 2,000 ㎏/個超えの場合 

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  
 

Ｃ～1300 コンクリートブロック積（張）工 

1  適用範囲 

【省略】 

1－1 適用できる範囲 

1－1－1  間知ブロック積 

【省略】 

1－1－7  胴込・裏込材（砕石） 

（1） コンクリートブロック積（張）工における         胴込・裏込材の投入転圧の場合 

【省略】 

1－2－7  胴込・裏込材（砕石） 

（1） 石積（張）における砕石       等の胴込・裏込材設置の場合 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 間知ブロック積 

【省略】 

3－2 大型ブロック積 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－5 大型ブロック積 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

バックホウ（クローラ型）[標準型・超低騒音型・ 

クレーン機能付・排出ガス対策型(2014 年規制)] 

山積 0.8m3（平積 0.6m3）吊能力 2.9t 

賃料 

2,000 ㎏/個以下    

                        

                

   

           

K2 
ラフテレーンクレーン［油圧伸縮ジブ型・排出ガス 

対策型（第 3次基準値）］25ｔ吊 

賃料 

2,000 ㎏/個超え    

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 ブロック工  

R3 土木一般世話役  

R4 特殊作業員  

材 料 

Z1 
大型ブロック 控え 500 ㎜            

                         

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  
 

 

 

 

 

 

 

 

字句の追加 

 

 

字句の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の追加・

削除 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－3－ 

3－3 間知ブロック張 

（1） 条件区分 

【省略】 

3－3 間知ブロック張 

（1） 条件区分 

表 3－7 裏込材規格 

積算条件 区 分 

裏込材規格 

切込砂利 80 ㎜級 

切込砕石 80 ㎜級 

再生骨材 80 ㎜級 

切込砂利 40 ㎜級 

切込砕石 40 ㎜級 

再生骨材 40 ㎜級 

砕石（各種） 

不要 

【省略】 

3－4 平ブロック張 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－13 平ブロック張 積算条件区分一覧       (積算単位：㎡) 

ﾌﾞﾛｯｸの 

質量 

平ﾌﾞﾛｯｸ 

規格 

裏込材 

規格 

裏込材 

10 ㎡当り 

使用量 

遮水ｼｰﾄ 

規格 

吸出し防止

材の有無 

連結金具 

の有無 

連結金具 10 ㎡ 

当り使用量 

150 ㎏/個 

未 満 

平ﾌﾞﾛｯｸ 

控 

180 ㎜ 

表 3－7 表 3－14 表 3－11 

有り 
有り 

表 3－15 

無し 

無し 
有り 

無し 

平ﾌﾞﾛｯｸ 

控 

120 ㎜ 

有り 
有り 

無し 

無し 
有り 

無し 

平ﾌﾞﾛｯｸ 

各種 

有り 
有り 

無し 

無し 
有り 

無し 

150 ㎏/個 

以 上 

平ﾌﾞﾛｯｸ 

各種 

有り 
有り 

無し 

無し 
有り 

無し 

（注 1） 上表は、平ブロック（勾配 1 割以上・ブロック質量 770 ㎏/個以下）の設置、連結金具組立（材料費を含む）、

裏込材（砕石）投入、調整コンクリートの打設（材料費を含む）、吸出し防止材、遮水シート張（ブロック背面、

基礎、横帯（隔壁）、小口止の端部継手）、現場内小運搬（50ｍまで）の他、タンパ締固めの損料、目地モルタル

を使用した場合の材料費・設置手間等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

【省略】 

3－3 間知ブロック張 

（1） 条件区分 

【省略】 

3－3 間知ブロック張 

（1） 条件区分 

表 3－7 裏込材規格 

積算条件 区 分 

裏込材規格 

切込砂利 80 ㎜級 

切込砕石 80 ㎜級 

                

切込砂利 40 ㎜級 

切込砕石 40 ㎜級 

                

砕石（各種） 

不要 

【省略】 

3－4 平ブロック張 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－13 平ブロック張 積算条件区分一覧       (積算単位：㎡) 

ﾌﾞﾛｯｸの 

質量 

平ﾌﾞﾛｯｸ 

規格 

裏込材 

規格 

裏込材 

10 ㎡当り 

使用量 

遮水ｼｰﾄ 

規格 

吸出し防止

材の有無 

連結金具 

の有無 

連結金具 10 ㎡ 

当り使用量 

150 ㎏/個 

未 満 

平ﾌﾞﾛｯｸ 

控 

180 ㎜ 

表 3－7 表 3－14 表 3－11 

有り 
有り 

表 3－15 

無し 

無し 
有り 

無し 

平ﾌﾞﾛｯｸ 

控 

120 ㎜ 

有り 
有り 

無し 

無し 
有り 

無し 

平ﾌﾞﾛｯｸ 

各種 

有り 
有り 

無し 

無し 
有り 

無し 

150 ㎏/個 

以 上 

平ﾌﾞﾛｯｸ 

各種 

有り 
有り 

無し 

無し 
有り 

無し 

（注 1） 上表は、平ブロック（勾配 1割以上・ブロック質量 770 ㎏/個以下）の設置、連結金具組立        、裏

込材（砕石）投入、調整コンクリートの打設（材料費を含む）、吸出し防止材、遮水シート張（ブロック背面、基

礎、横帯（隔壁）、小口止の端部継手）、現場内小運搬（50ｍまで）の他、タンパ締固めの損料、目地モルタルを

使用した場合の材料費・設置手間等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の追加 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－4－ 

3－10 現場打基礎コンクリート 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－27 現場打基礎コンクリート 積算条件区分一覧   (積算単位：㎥) 

生コンクリート規格 基礎砕石の有無 養生工の種類 

表 3－28 

有り 
一般養生・特殊養生（練炭） 

養生工無し 

無し 
一般養生・特殊養生（練炭） 

養生工無し 

（注 1） 上表は、現場打基礎コンクリートにおけるコンクリート打設、型枠、養生、基礎砕石、はく離剤塗布、ケレ

ン作業、現場内小運搬、目地板の施工の他、型枠用合板、鋼製型枠、型枠用金物、組立支持材、さん木、洋釘、

はく離剤、電気ドリル、電動ノコギリ、コンクリートバイブレータ、コンクリートバケット損料及び電力に関

する経費            等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料を含む）を含む。 

【省略】 

3－11 現場打小口止コンクリート 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

    表 3－30 現場打小口止コンクリート 積算条件区分一覧   (積算単位：㎥) 

生コンクリート規格 養生工の種類 

表 3－28 

一般養生 

特殊養生（練炭） 

         養生工なし 

（注 1） 上表は、現場打小口止コンクリート  におけるコンクリート打設、型枠、養生、はく離剤塗布、ケレン作

業の施工の他、型枠用合板、鋼製型枠、型枠用金物、組立支持材、さん木、洋釘、はく離材、電気ドリル、電

動ノコギリ、コンクリートバイブレータ、コンクリートバケット損料及び電力に関する経費等、その施工に必

要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

（注 2）  コンクリートの材料ロスを含む。（標準ロス率は、＋0.07） 

【省略】 

3－12 現場打横帯（隔壁）コンクリート 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

    表 3－32 現場打横帯（隔壁）コンクリート 積算条件区分一覧   (積算単位：㎥) 

生コンクリート規格 養生工の種類 

表 3－28 

一般養生 

特殊養生（練炭） 

         養生工なし 

（注 1） 上表は、現場打横帯（隔壁）コンクリート  におけるコンクリート打設、型枠、養生、はく離剤塗布、ケ

レン作業の施工の他、型枠用合板、鋼製型枠、型枠用金物、組立支持材、さん木、洋釘、はく離材、電気ドリ

ル、電動ノコギリ、コンクリートバイブレータ、コンクリートバケット損料及び電力に関する経費等、その施

工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

（注 2）  コンクリートの材料ロスを含む。（標準ロス率は、＋0.07） 

【省略】 

3－10 現場打基礎コンクリート 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－27 現場打基礎コンクリート 積算条件区分一覧   (積算単位：㎥) 

生コンクリート規格 基礎砕石の有無 養生工の種類 

表 3－28 

有り 
一般養生・特殊養生（練炭） 

養生工無し 

無し 
一般養生・特殊養生（練炭） 

養生工無し 

（注 1） 上表は、              コンクリート          、基礎材、          

          、目地板     、型枠用合板、鋼製型枠、型枠用金物、組立支持材、さん木、洋釘、

はく離剤、電気ドリル、電動ノコギリ、コンクリートバイブレータ、コンクリートバケット損料及び電力に関

する経費、コンクリート打設、養生等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料を含む）を含む。 

【省略】 

3－11 現場打小口止コンクリート 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

    表 3－30 現場打小口止コンクリート 積算条件区分一覧   (積算単位：㎥) 

生コンクリート規格 養生工の種類 

表 3－28 

一般養生 

特殊養生（練炭） 

         養生工なし 

（注 1） 上表は、現場打ちによる天端コンクリート設置におけるコンクリート  、型枠(製作・設置・撤去)、 

雑機械器具(電気ドリル、電気ノコギリ、コンクリート打設機器)の損料及び電力に関する経費等、 

その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

（注 2） 生コンクリートの材料ロスを含む。（標準ロス率は、＋0.07） 

 

【省略】 

3－12 現場打横帯（隔壁）コンクリート 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

    表 3－32 現場打横帯（隔壁）コンクリート 積算条件区分一覧   (積算単位：㎥) 

生コンクリート規格 養生工の種類 

表 3－28 

一般養生 

特殊養生（練炭） 

         養生工なし 

注 1） 上表は、現場打ちによる天端コンクリート設置におけるコンクリート  、型枠(製作・設置・撤去)、雑機械

器具(電気ドリル、電気ノコギリ、コンクリート打設機器)の損料及び電力に関する経費等、 

その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

（注 2） 生コンクリートの材料ロスを含む。（標準ロス率は、＋0.07） 

 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

字句の追加、改正 

〃 

字句の削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の追加・削除及

び改正 

字句の削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の追加・削除及

び改正 

 

字句の削除 
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3－13 現場打天端コンクリート 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－34 現場打天端コンクリート 積算条件区分一覧   (積算単位：㎥) 

生コンクリート規格 養生工の種類 

表 3－28 

一般養生 

特殊養生（練炭） 

養生工なし 

（注 1） 上表は、現場打天端コンクリートにおけるコンクリート打設、型枠、養生、はく離剤塗布、ケレン作業の施

工の他、型枠用合板、鋼製型枠、型枠用金物、組立支持材、さん木、洋釘、はく離剤、電気ドリル、電動ノコ

ギリ、コンクリートバイブレータ、コンクリートバケット損料及び電力に関する経費、          

   その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

（注 2）  コンクリートの材料ロスを含む。（標準ロス率は、＋0.07） 

【省略】 

3－13 現場打天端コンクリート 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－34 現場打天端コンクリート 積算条件区分一覧   (積算単位：㎥) 

生コンクリート規格 養生工の種類 

表 3－28 

一般養生 

特殊養生（練炭） 

養生工なし 

（注 1） 上表は、               コンクリート  、                     

    型枠用合板、鋼製型枠、型枠用金物、組立支持材、さん木、洋釘、はく離剤、電気ドリル、電動ノコ

ギリ、コンクリートバイブレータ、コンクリートバケット損料及び電力に関する経費、コンクリート打設、養

生等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

（注 2） 生コンクリートの材料ロスを含む。（標準ロス率は、＋0.07） 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

字句の追加 

 

字句の削除 

 

字句の削除 
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Ｃ～1400 プレキャスト集水桝 
 

① プレキャスト集水桝据付（質量 50 ㎏を超え、2,800 ㎏/基以下） 

1  適用範囲 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 プレキャスト集水桝 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－1 プレキャスト集水桝 積算条件区分一覧     （積算単位：基） 

作業区分 製品質量（㎏／基） 基礎砕石の有無 

据 付 

表 3－2 

有り 

無し 

撤 去 ― 

据 付 ・ 撤 去 
有り 

無し 

（注 1） 上表は、プレキャスト集水桝（蓋版を含む）の設置、基礎材、敷砂または敷モルタル、運搬距離 30ｍ程度

までの現場内小運搬等、その施工に必要なすべての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

 ただし、集水桝（材料費）、底部コンクリート打設は含まない。 

（注 2） 蓋版の有無にかかわらず適用できる。 

（注 3） 基礎砕石の敷均し厚は、20 ㎝以下を標準としており、これにより難い場合は別途考慮する。 

（注 4） 撤去作業の場合、基礎砕石は含まない。 

（注 5） 基礎砕石は、材料の種別・規格にかかわらず適用できる。 

（注 6） 集水桝の材料費は別途計上する。 

（注 7） 基面整正は含まない。 

【省略】 

Ｃ～1400 プレキャスト集水桝 
 

① プレキャスト集水桝据付（質量 50 ㎏を超え、2,800 ㎏/基以下） 

1  適用範囲 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 プレキャスト集水桝 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－1 プレキャスト集水桝 積算条件区分一覧     （積算単位：基） 

作業区分 製品質量（㎏／基） 基礎砕石の有無 

据 付 

表 3－2 

有り 

無し 

撤 去 ― 

据 付 ・ 撤 去 
有り 

無し 

（注 1） 上表は、プレキャスト集水桝（蓋版を含む）の設置、基礎材、敷砂または敷モルタル、運搬距離 30ｍ程度

までの現場内小運搬等、その施工に必要なすべての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

 ただし、集水桝（材料費）            含まない。 

（注 2） 蓋版の有無にかかわらず適用できる。 

（注 3） 基礎砕石の敷均し厚は、20 ㎝以下を標準としており、これにより難い場合は別途考慮する。 

（注 4） 撤去作業の場合、基礎砕石は含まない。 

（注 5） 基礎砕石は、材料の種別・規格にかかわらず適用できる。 

（注 6） 集水桝の材料費は別途計上する。 

（注 7） 基面整正は含まない。 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

字句の追加 
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Ｃ～2100 場所打擁壁工 
 

Ⅰ 場所打擁壁工（1） 

1  適用範囲 

本資料は、擁壁工における擁壁に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

1－1－1  小型擁壁 

【省略】 

1－1－2  重力式擁壁 

（1） 擁壁平均高さが 1.0ｍを超え 5.0ｍ以下の重力式擁壁 

（2） 擁壁平均高さが 1.0ｍを超え 2.0ｍ未満、且つコンクリート打設地上高さが施工基面より上の場合、

打設地上高さ 0ｍ以上 2.5ｍ以下、且つ水平打設距離 4.5ｍ以下 

（3） 擁壁平均高さが 1.0ｍを超え 2.0ｍ未満、且つコンクリート打設地上高さが施工基面より下の場合、

打設地上高さ-7.0ｍ以上 0ｍ未満、且つ水平打設距離 3.5ｍ以下 

（4） コンクリート打設機械からの圧送管延長距離が 280ｍ以下の場合 

（5） 圧送コンクリートのスランプ値が 8～12 ㎝、粗骨材の最大寸法が 40 ㎜以下の場合 

【省略】 

1－2 適用できない範囲 

（1） エポキシ樹脂塗装鉄筋を使用する場合 

 

また、本項の適用を外れる現場打擁壁工については、Ⅱ 場所打擁壁工（2）を適用する。 

 

 

Ｃ～2100 場所打擁壁工 
 

Ⅰ 場所打擁壁工（1） 

1  適用範囲 

本資料は、擁壁工における擁壁に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

1－1－1  小型擁壁 

【省略】 

1－1－2  重力式擁壁 

（1） 擁壁平均高さが 1.0ｍを超え 5.0ｍ以下の重力式擁壁 

                                                

                             

                                                

                             

（2） コンクリート打設機械からの圧送管延長距離が 280ｍ以下の場合 

（3） 圧送コンクリートのスランプ値が 8～12 ㎝、粗骨材の最大寸法が 40 ㎜以下の場合 

【省略】 

            

                     

 

また、本項の適用を外れる現場打擁壁工については、Ⅱ 場所打擁壁工（2）を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号・字句の追加 

 

番号・字句の追加 

 

番号の改正 

〃 

 

 

字句の追加 

〃 
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2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

2－1 小型擁壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

2－2 重力式擁壁、もたれ式擁壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

2－1 小型擁壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

2－2 重力式擁壁、もたれ式擁壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

 

 

 

フロー図内、字句の

追加、削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フロー図内、字句の

追加、削除 

 

均 し 型 枠 製 作 ・ 設 置 

資 機 材 搬 入 

 

床 掘 

均しコンクリート打設･養生 

足 場 設 置 

均 し 型 枠 撤 去 

型 枠 製 作 ・ 設 置 

目 地 材 設 置 

型 枠 撤 去 

止 水 板 設 置 

コンクリート打設・養生 

水 抜  パ イ プ 設 置 

吸 出 し 防 止 材 設 置 

裏 込 砕 石 敷 均 し ・ 転 圧 

足 場 撤 去 

資 機 材 搬 出 

埋 戻 し 

均 し 型 枠 製 作 ・ 設 置 

 機 材 搬 入 

基 礎 材 敷 均 し ・ 転 圧 

床 掘 

均しコンクリート打設･養生 

足 場 設 置 

均 し 型 枠 撤 去 

型 枠 製 作 ・ 設 置 

目 地 材 設 置 

型 枠 撤 去 

止 水 板 設 置 

コンクリート打設・養生 

水 抜 き パ イ プ 設 置 

吸 出 し 防 止 材 設 置 

裏 込 砕 石 敷 均 し ・ 転 圧 

足 場 撤 去 

 機 材 搬 出 

埋 戻 し 

均 し 型 枠 製 作 ・ 設 置 

資 機 材 搬 入 

基 礎 材 敷 均 し ・ 転 圧 

床 掘 

均しコンクリート打設･養生 

足 場 設 置 

均 し 型 枠 撤 去 

型 枠 製 作 ・ 設 置 

目 地 材 設 置 

型 枠 撤 去 

止 水 板 設 置 

コンクリート打設・養生 

水 抜  パ イ プ 設 置 

吸 出 し 防 止 材 設 置 

裏 込 砕 石 敷 均 し ・ 転 圧 

足 場 撤 去 

資 機 材 搬 出 

埋 戻 し 

 

 機 材 搬 入 

基 礎 材 敷 均 し ・ 転 圧 

床 掘 

均しコンクリート打設･養生 

足 場 設 置 

均 し 型 枠 撤 去 

型 枠 製 作 ・ 設 置 

目 地 材 設 置 

型 枠 撤 去 

止 水 板 設 置 

コンクリート打設・養生 

水 抜 き パ イ プ 設 置 

吸 出 し 防 止 材 設 置 

裏 込 砕 石 敷 均 し ・ 転 圧 

足 場 撤 去 

 機 材 搬 出 

埋 戻 し 
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2－3 逆Ｔ型擁壁、Ｌ型擁壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

2－3 逆Ｔ型擁壁、Ｌ型擁壁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

 

フロー図内、字句の

追加、削除 

均 し 型 枠 製 作 ・ 設 置 

資 機 材 搬 入 

基 礎 材 敷 均 し ・ 転 圧 

床 掘 

均しコンクリート打設･養生 

足 場 設 置 

均 し 型 枠 撤 去 

鉄 筋 加 工 ・ 組 立 

型 枠 製 作 ・ 設 置 

型 枠 撤 去 

止 水 板 設 置 

コンクリート打設・養生 

水 抜  パ イ プ 設 置 

吸 出 し 防 止 材 設 置 

裏 込 砕 石 敷 均 し ・ 転 圧 

足 場 撤 去 

資 機 材 搬 出 

埋 戻 し 

目 地 材 設 置 

均 し 型 枠 製 作 ・ 設 置 

 機 材 搬 入 

基 礎 材 敷 均 し ・ 転 圧 

床 掘 

均しコンクリート打設･養生 

足 場 設 置 

均 し 型 枠 撤 去 

鉄 筋 加 工 ・ 組 立 

型 枠 製 作 ・ 設 置 

型 枠 撤 去 

止 水 板 設 置 

コンクリート打設・養生 

水 抜 き パ イ プ 設 置 

吸 出 し 防 止 材 設 置 

裏 込 砕 石 敷 均 し ・ 転 圧 

足 場 撤 去 

 機 材 搬 出 

埋 戻 し 

目 地 材 設 置 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－10－ 

3  施工パッケージ 

3－1 小型擁壁 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－1 小型擁壁 積算条件区分一覧      (積算単位：㎥) 

擁壁平均高さ ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 
基礎砕石 
の有無 

均しｺﾝｸﾘｰﾄ 
の有無 

養生工の種類 

表 3.2 表 3.3 

無し 

無し 

一般養生・特殊養生（練炭） 

特殊養生（ジェットヒータ） 

養生工無 

有り 

一般養生・特殊養生（練炭） 

特殊養生（ジェットヒータ） 

養生工無 

有り 

無し 

一般養生・特殊養生（練炭） 

特殊養生（ジェットヒータ） 

養生工無 

有り 

一般養生・特殊養生（練炭） 

特殊養生（ジェットヒータ） 

養生工無 

（注 1） 上表は、小型擁壁（擁壁平均高さ 0.5ｍ以上 1.0ｍ以下）のコンクリート、型枠（はく離剤塗布及びケレン

作業含む）、基礎材、均しコンクリート、目地材（ひび割れ誘発目地除く）、水抜きパイプ、吸出し防止材（点

在）、養生（一般養生、特殊養生（練炭）、特殊養生（ジェットヒータ））、コンクリートバケットへのコン

クリート積込及び玉掛作業を行う機械付補助労務、ペーラインコンクリートの施工の他、雑機械器具（コンク

リートバイブレータ、工事用水中モータポンプ、電気ドリル、電気ノコギリ、コンクリートバケット等）の損

料、電力に関する経費等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。ただし、化

粧型枠は含まない。 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－4 小型擁壁 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 
バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型・超低騒
音型・クレーン機能付き・排出ガス対策型（2014 年規
制）］山積 0.45m3（平積 0.35m3）吊能力 2.9t 

           
        

    

K2 
業務用可搬型ヒータ［ジェットヒータ］［油だき・熱
風・直火型] 熱出力 126MJ／h（30,100kcal／h）油種 灯
油 

・特殊養生（ジェット 
ヒータ）の場合 

・賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 型わく工  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 運転手（特殊）  

材 料 

Z1 生コンクリート 高炉 18-8-25（20）W/C 60％  

Z2 灯油 白灯油 業務用 ミニローリー 
特殊養生（ジェットヒ
ータ）の場合 

Z3 軽油 パトロール給油  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

 

 

3  施工パッケージ 

3－1 小型擁壁 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－1 小型擁壁 積算条件区分一覧      (積算単位：㎥) 

擁壁平均高さ ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 
基礎砕石 
の有無 

均しｺﾝｸﾘｰﾄ 
の有無 

養生工の種類 

表 3.2 表 3.3 

無し 

無し 

一般養生・特殊養生（練炭） 

特殊養生（ジェットヒータ） 

養生工無 

有り 

一般養生・特殊養生（練炭） 

特殊養生（ジェットヒータ） 

養生工無 

有り 

無し 

一般養生・特殊養生（練炭） 

特殊養生（ジェットヒータ） 

養生工無 

有り 

一般養生・特殊養生（練炭） 

特殊養生（ジェットヒータ） 

養生工無 

（注 1） 上表は、小型擁壁（擁壁平均高さ 0.5ｍ以上 1.0ｍ以下）のコンクリート、型枠（はく離剤塗布及びケレン

作業含む）、基礎材、均しコンクリート、目地材（ひび割れ誘発目地除く）、水抜きパイプ、吸出し防止材（点

在）、養生（一般養生、特殊養生（練炭）、特殊養生（ジェットヒータ））、コンクリートバケットへのコン

クリート積込及び玉掛作業を行う機械付補助労務、ペーラインコンクリートの施工の他、雑機械器具（コンク

リートバイブレータ、工事用水中モータポンプ、電気ドリル、電気ノコギリ、シュート、ホッパ等）の損料  

        等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。ただし、化粧型

枠は含まない。 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－4 小型擁壁 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 
バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型・超低騒
音型・クレーン機能付き・排出ガス対策型（2011 年規
制）］山積 0.45m3（平積 0.35m3）吊能力 2.9t 

           
        

    

K2 
業務用可搬型ヒータ［ジェットヒータ］［油だき・熱
風・直火型] 熱出力 126MJ／h（30,100kcal／h）油種 灯
油 

・特殊養生（ジェット 
ヒータ）の場合 

・賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 型わく工  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 運転手（特殊）  

材 料 

Z1 生コンクリート 高炉 18-8-25（20）W/C 60％  

Z2 灯油 白灯油 業務用 ミニローリー 
特殊養生（ジェットヒ
ータ）の場合 

Z3 軽油 パトロール給油  

Z4 ―  

市場単価 S ―  
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3－2 重力式擁壁 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－5 重力式擁壁 積算条件区分一覧       (積算単位：㎥) 

擁壁平均 
高さ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 
規格 

基礎砕石 
の有無 

均しｺﾝｸﾘｰﾄ 
の有無 

養生工の種類 
圧送管延長 
距離区分 

1.0ｍを超え 
2.0ｍ未満 

表 3－3 

無し 

無し 

一般養生 

表 3－6 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

養生工無 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

養生工無 

有り 

無し 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

養生工無 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

養生工無 

2.0ｍ以上 
5.0ｍ以下 

無し 

無し 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

有り 

無し 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

（注 1） 上表は、重力式擁壁（擁壁平均高さ 1.0ｍを超え 5.0ｍ以下）のコンクリート、型枠（はく離剤塗布及びケ

レン作業含む）、基礎材、均しコンクリート、一般足場（擁壁平均高さが 2ｍ未満の場合）、単管傾斜足場（擁

壁平均高さが 2ｍ以上の場合）、手摺先行型枠組足場(擁壁平均高さが 2ｍ以上の場合)、目地材（ひび割れ誘

発目地除く）、水抜きパイプ、吸出し防止材（点在）、養生（一般養生、特殊養生（練炭・ジェットヒータ）、

仮囲い内ジェットヒータ養生）、圧送管の組立・撤去、ペーラインコンクリートの施工の他、雑機械器具（コ

ンクリートバイブレータ、工事用水中モータポンプ、電気ドリル、電気ノコギリ、コンクリートバケット等）

の損料等、電力に関する経費、コンクリートポンプ車のホースの筒先作業等を行う機械付補助労務等、その施

工に必要な全ての機械・労務・材料費(損料等を含む)を含む。ただし、化粧型枠は含まない。 

【省略】 

3－2 重力式擁壁 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－5 重力式擁壁 積算条件区分一覧       (積算単位：㎥) 

擁壁平均 
高さ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 
規格 

基礎砕石 
の有無 

均しｺﾝｸﾘｰﾄ 
の有無 

養生工の種類 
圧送管延長 
距離区分 

1.0ｍを超え 
2.0ｍ未満 

表 3－3 

無し 

無し 

一般養生 

表 3－6 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

養生工無 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

養生工無 

有り 

無し 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

養生工無 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

養生工無 

2.0ｍ以上 
5.0ｍ以下 

無し 

無し 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

有り 

無し 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

（注 1） 上表は、重力式擁壁（擁壁平均高さ 1.0ｍを超え 5.0ｍ以下）のコンクリート、型枠（はく離剤塗布及びケ

レン作業含む）、基礎材、均しコンクリート、一般足場（擁壁平均高さが 2ｍ未満の場合）、単管傾斜足場（擁

壁平均高さが 2ｍ以上の場合）、手摺先行型枠組足場(擁壁平均高さが 2ｍ以上の場合)、目地材（ひび割れ誘

発目地除く）、水抜きパイプ、吸出し防止材（点在）、養生（一般養生、特殊養生（練炭・ジェットヒータ）、

仮囲い内ジェットヒータ養生）、圧送管の組立・撤去、ペーラインコンクリートの施工の他、雑機械器具（コ

ンクリートバイブレータ、工事用水中モータポンプ、電気ドリル、電気ノコギリ、シュート、ホッパ等）の損

料等、         コンクリートポンプ車のホースの筒先作業等を行う機械付補助労務等、その施工に

必要な全ての機械・労務・材料費(損料等を含む)を含む。ただし、化粧型枠は含まない。 

【省略】 
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（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－7 重力式擁壁 代表機労材規格一覧 

擁壁平均 

高さ 
項 目 代表機労材規格 備 考 

1.0ｍを超え

2.0ｍ未満 

機 械 

K1 

バックホウ（クローラ型）［後方超小旋

回型・超低騒音型・クレーン機能付き・

排出ガス対策型（2014 年規制）］ 

山積 0.45m3（平積 0.35m3）吊能力 2.9t 

 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 型わく工  

R3 土木一般世話役  

R4 特殊作業員  

材 料 

Z1 
生コンクリート 高炉 18-8-25（20） 

Ｗ／Ｃ 60％ 
 

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－7 重力式擁壁 代表機労材規格一覧 

擁壁平均 

高さ 
項 目 代表機労材規格 備 考 

1.0ｍを超え

2.0ｍ未満 

機 械 

K1 

コンクリートポンプ車［トラック架装・ 

ブーム式］圧送能力 90～110 ㎥／h 

 

 

 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 型わく工  

R3 土木一般世話役  

R4 特殊作業員  

材 料 

Z1 
生コンクリート 高炉 18-8-25（20） 

W／C 60％ 
 

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 
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3－3 もたれ式擁壁 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－8 もたれ式擁壁 積算条件区分一覧     (積算単位：㎥) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 
基礎砕石 

の有無 

均しｺﾝｸﾘｰﾄ 

の有無 
養生工の種類 

圧送管延長 

距離区分 

表 3－3 

無し 

無し 

一般養生 

表 3－6 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

有り 

無し 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

（注 1） 上表は、もたれ式擁壁（擁壁平均高さ 3.0ｍ以上 8.0ｍ以下）のコンクリート、型枠（はく離剤塗布及びケ

レン作業含む）、基礎材、均しコンクリート、足場工、目地材（ひび割れ誘発目地除く）、水抜きパイプ、吸

出し防止材（点在）、養生（一般養生・特殊養生（練炭）、特殊養生（ジェットヒータ）、仮囲い内ジェット

ヒータ養生）、圧送管の組立・撤去、ペーラインコンクリートの施工の他、雑機械器具（コンクリートバイブ

レータ、工事用水中モータポンプ、電気ドリル、電気ノコギリ、コンクリートバケット等）の損料、電力に関

する経費、コンクリートポンプ車のホースの筒先作業等を行う機械付補助労務等、その施工に必要な全ての機

械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。ただし、化粧型枠は含まない。 

【省略】 

 

3－3 もたれ式擁壁 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－8 もたれ式擁壁 積算条件区分一覧     (積算単位：㎥) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 
基礎砕石 

の有無 

均しｺﾝｸﾘｰﾄ 

の有無 
養生工の種類 

圧送管延長 

距離区分 

表 3－3 

無し 

無し 

一般養生 

表 3－6 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

有り 

無し 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

養生工無 

（注 1） 上表は、もたれ式擁壁（擁壁平均高さ 3.0ｍ以上 8.0ｍ以下）のコンクリート、型枠（はく離剤塗布及びケ

レン作業含む）、基礎材、均しコンクリート、足場工、目地材（ひび割れ誘発目地除く）、水抜きパイプ、吸

出し防止材（点在）、養生（一般養生・特殊養生（練炭）、特殊養生（ジェットヒータ）、仮囲い内ジェット

ヒータ養生）、圧送管の組立・撤去、ペーラインコンクリートの施工の他、雑機械器具（コンクリートバイブ

レータ、工事用水中モータポンプ、電気ドリル、電気ノコギリ、シュート、ホッパ等）の損料、       

  コンクリートポンプ車のホースの筒先作業等を行う機械付補助労務等、その施工に必要な全ての機械・労

務・材料費（損料等を含む）を含む。ただし、化粧型枠は含まない。 

【省略】 
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3－4 逆Ｔ型擁壁 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－10 逆Ｔ型擁壁 積算条件区分一覧       (積算単位：㎥) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 鉄筋量 
基礎砕石 

の有無 

均しｺﾝｸﾘｰﾄ 

の有無 
養生工の種類 

圧送管延長 

距離区分 

表 3－3 表 3－11 

無し 

無し 

一般養生 

表 3－6 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

有り 

無し 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

（注 1） 上表は、逆Ｔ型擁壁（擁壁平均高さ 3.0ｍ以上 10.0ｍ以下）のコンクリート、型枠（はく離剤塗布及びケ

レン作業含む）、鉄筋、基礎材、均しコンクリート、手摺先行型枠組足場、目地材（ひび割れ誘発目地除

く）、水抜きパイプ、吸出し防止材（点在）、養生（一般養生、特殊養生（練炭・ジェットヒータ）、仮囲

い内ジェットヒータ養生）、圧送管の組立・撤去、ペーラインコンクリートの施工の他、雑機械器具（コン

クリートバイブレータ、工事用水中モータポンプ、電気ドリル、電気ノコギリ、コンクリートバケット等）

の損料、電力に関する経費、コンクリートポンプ車のホースの筒先作業等を行う機械付補助労務等、その施

工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。ただし、化粧型枠は含まない。 

【省略】 

3－4 逆Ｔ型擁壁 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－10 逆Ｔ型擁壁 積算条件区分一覧       (積算単位：㎥) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 鉄筋量 
基礎砕石 

の有無 

均しｺﾝｸﾘｰﾄ 

の有無 
養生工の種類 

圧送管延長 

距離区分 

表 3－3 表 3－11 

無し 

無し 

一般養生 

表 3－6 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

有り 

無し 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

（注 1） 上表は、逆Ｔ型擁壁（擁壁平均高さ 3.0ｍ以上 10.0ｍ以下）のコンクリート、型枠（はく離剤塗布及びケ

レン作業含む）、鉄筋、基礎材、均しコンクリート、手摺先行型枠組足場、目地材（ひび割れ誘発目地除

く）、水抜きパイプ、吸出し防止材（点在）、養生（一般養生、特殊養生（練炭・ジェットヒータ）、仮囲

い内ジェットヒータ養生）、圧送管の組立・撤去、ペーラインコンクリートの施工の他、雑機械器具（コン

クリートバイブレータ、工事用水中モータポンプ、電気ドリル、電気ノコギリ、シュート、ホッパ等）の損

料、         コンクリートポンプ車のホースの筒先作業等を行う機械付補助労務等、その施工に

必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。ただし、化粧型枠は含まない。 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の改正 

字句の追加 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－15－ 

3－5 Ｌ型擁壁 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－13 Ｌ型擁壁 積算条件区分一覧       (積算単位：㎥) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 鉄筋量 
基礎砕石 

の有無 

均しｺﾝｸﾘｰﾄ 

の有無 
養生工の種類 

圧送管延長 

距離区分 

表 3－3 表 3－11 

無し 

無し 

一般養生 

表 3－6 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

有り 

無し 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

（注 1） 上表は、Ｌ型擁壁（擁壁平均高さ 3.0ｍ以上 7.0ｍ以下）のコンクリート、型枠（はく離剤塗布及びケレン

作業含む）、鉄筋、基礎材、均しコンクリート、手摺先行型枠組足場、目地材（ひび割れ誘発目地除く）、水

抜きパイプ、吸出し防止材（点在）、養生（一般養生、特殊養生（練炭・ジェットヒータ））、仮囲い内ジェ

ットヒータ養生）、圧送管の組立・撤去、ペーラインコンクリートの施工の他、雑機械器具（コンクリートバ

イブレータ、工事用水中モータポンプ、電気ドリル、電気ノコギリ、コンクリートバケット等）の損料、電力

に関する経費、コンクリートポンプ車のホースの筒先作業等を行う機械付補助労務等、その施工に必要な全て

の機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。ただし、化粧型枠は含まない。 

【省略】 

3－5 Ｌ型擁壁 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－13 Ｌ型擁壁 積算条件区分一覧       (積算単位：㎥) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ規格 鉄筋量 
基礎砕石 

の有無 

均しｺﾝｸﾘｰﾄ 

の有無 
養生工の種類 

圧送管延長 

距離区分 

表 3－3 表 3－11 

無し 

無し 

一般養生 

表 3－6 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

有り 

無し 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

有り 

一般養生 

特殊養生（練炭・ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ） 

仮囲い内ｼﾞｪｯﾄﾋｰﾀ養生 

（注 1） 上表は、Ｌ型擁壁（擁壁平均高さ 3.0ｍ以上 7.0ｍ以下）のコンクリート、型枠（はく離剤塗布及びケレン

作業含む）、鉄筋、基礎材、均しコンクリート、手摺先行型枠組足場、目地材（ひび割れ誘発目地除く）、水

抜きパイプ、吸出し防止材（点在）、養生（一般養生、特殊養生（練炭・ジェットヒータ））、仮囲い内ジェ

ットヒータ養生）、圧送管の組立・撤去、ペーラインコンクリートの施工の他、雑機械器具（コンクリートバ

イブレータ、工事用水中モータポンプ、電気ドリル、電気ノコギリ、シュート、ホッパ等）の損料、     

     コンクリートポンプ車のホースの筒先作業等を行う機械付補助労務等、その施工に必要な全ての

機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。ただし、化粧型枠は含まない。 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の改正、削除 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－16－ 

Ｃ～2110 プレキャスト擁壁工 
 

1  適用範囲 

本資料は、次に示すプレキャスト擁壁の施工に適用する。 

1－1 適用できる範囲（以下のすべての条件に該当する場合） 

（1） 擁壁の形式：Ｌ型、逆Ｔ型、側溝付、天端勾配カット、ブロック分割型、嵩上品 

       ※天端勾配カットとは製品天端を斜めにカットしたタイプ 

       ※嵩上品とは嵩上コンクリート打継ぎ用に差筋を配したタイプ 

（2） 擁壁の高さ：0.5ｍ以上 5.0ｍ以下 

       天端勾配カットは中央値、嵩上品はブロック高さ（差筋を含まない。）とする。 

（3） ブロック単体の長さ：2.0ｍ／個 

ブロック単体の長さとは、一連のプレキャスト擁壁の標準的な 1 部材の有効長であり、有効長未満

の部材及び短尺、片斜切等の特殊加工部材が含まれる場合も適用できる。 

【省略】 

Ｃ～2110 プレキャスト擁壁工 
 

1  適用範囲 

本資料は、次に示すプレキャスト擁壁の施工に適用する。 

1－1 適用できる範囲（以下のすべての条件に該当する場合） 

（1） 擁壁の形式：Ｌ型、逆Ｔ型、側溝付、天端勾配カット、ブロック分割型、嵩上品 

       ※天端勾配カットとは製品天端を斜めにカットしたタイプ 

       ※嵩上品とは嵩上コンクリート打継ぎ用に差筋を配したタイプ 

（2） 擁壁の高さ：0.5ｍ以上 5.0ｍ以下 

       天端勾配カットは中央値、嵩上品はブロック高さ（差筋を含まない。）とする。 

（3） ブロック単体の長さ：2.0ｍ／個 

                                             

                                  

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の追加 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－17－ 

3  施工パッケージ 

3－1 プレキャスト擁壁設置 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－2 プレキャスト擁壁設置 代表機労材規格一覧 

プレキャスト 

擁壁高さ 
項 目 代表機労材規格 備 考 

0.5ｍ以上 

2.0ｍ以下 

機 械 

K1 

バックホウ(クローラ型)[標準型･超低騒

音型・クレーン機能付･排出ガス対策型

(2014 年規制)] 

山積 0.8 ㎥（平積 0.6 ㎥）吊能力 2.9ｔ 

賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 運転手（特殊）  

材 料 

Z1 

コンクリート擁壁（中地震対応型） 

宅認（ｑ＝10kN/㎡）1000 型（Ｌ＝2.0ｍ） 

プレキャスト擁壁高さ 0.5ｍ 

以上 1.0ｍ以下の場合 

コンクリート擁壁（中地震対応型） 

宅認（ｑ＝10kN/㎡）1600 型（Ｌ＝2.0ｍ） 

プレキャスト擁壁高さ 1.0ｍ 

を超え 2.0ｍ以下の場合 

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

2.0ｍを超え 

5.0ｍ以下 

機 械 

K1 
ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(2014 年規制)] 25ｔ吊 
賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 

コンクリート擁壁（中地震対応型） 

宅認（ｑ＝10kN/㎡）2500 型（Ｌ＝2.0ｍ） 

プレキャスト擁壁高さ 2.0ｍ 

を超え 3.5ｍ以下の場合 

コンクリート擁壁（中地震対応型） 

ハイタッチウォール宅認（ｑ＝10kN/㎡） 

4250 型（Ｌ＝2.0ｍ） 

プレキャスト擁壁高さ 3.5ｍ 

を超え 5.0ｍ以下の場合 

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 プレキャスト擁壁設置 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－2 プレキャスト擁壁設置 代表機労材規格一覧 

プレキャスト 

擁壁高さ 
項 目 代表機労材規格 備 考 

0.5ｍ以上 

2.0ｍ以下 

機 械 

K1 

バックホウ(クローラ型)[標準型･     

  クレーン機能付･排出ガス対策型(第3

次基準値)] 

山積 0.8 ㎥（平積 0.6 ㎥）吊能力 2.9ｔ 

賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 運転手（特殊）  

材 料 

Z1 

コンクリート擁壁（中地震対応型） 

宅認（ｑ＝10kN/㎡）1000 型（Ｌ＝2.0ｍ） 

プレキャスト擁壁高さ 0.5ｍ 

以上 1.0ｍ以下の場合 

コンクリート擁壁（中地震対応型） 

宅認（ｑ＝10kN/㎡）1600 型（Ｌ＝2.0ｍ） 

プレキャスト擁壁高さ 1.0ｍ 

を超え 2.0ｍ以下の場合 

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

2.0ｍを超え 

5.0ｍ以下 

機 械 

K1 
ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型(第 3 次基準値)] 25ｔ吊 
賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 

コンクリート擁壁（中地震対応型） 

宅認（ｑ＝10kN/㎡）2500 型（Ｌ＝2.0ｍ） 

プレキャスト擁壁高さ 2.0ｍ 

を超え 3.5ｍ以下の場合 

コンクリート擁壁（中地震対応型） 

ハイタッチウォール宅認（ｑ＝10kN/㎡） 

4250 型（Ｌ＝2.0ｍ） 

プレキャスト擁壁高さ 3.5ｍ 

を超え 5.0ｍ以下の場合 

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の追加・

改正 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－18－ 

Ｃ～2210 補強盛土工 
 

1  適用範囲 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 ジオテキスタイル壁面材組立・設置 

（1） 条件区分 

ジオテキスタイル壁面材組立・設置に積算条件区分はない。 

積算単位は、㎡とする。 

（注 1） ジオテキスタイルを用いた補強土壁工及び  補強盛土工の壁面材の組立・設置、吸出し防止材の設置

等、その施工に要するすべての費用を含む。 

 ただし、ジオテキスタイル壁面材（材料費）及び吸出し防止材の材料費は含まない。 

【省略】 

3－3 ジオテキスタイル敷設 

（1） 条件区分 

ジオテキスタイル敷設に積算条件区分はない。 

積算単位は、㎡とする。 

（注 1） ジオテキスタイルを用いた補強土壁工及び  補強盛土工のジオテキスタイルの敷設(ジオテキスタイル巻

込み作業含む)の他、ジオテキスタイル敷設に使用する杭、ハンマ、スコップ、バール等、その施工に要する

すべての費用を含む。ただし、ジオテキスタイル（材料費）は含まない。 

【省略】 

3－4 まき出し・敷均し、締固め 

（1） 条件区分 

まき出し・敷均し、締固めに積算条件区分はない。 

積算単位は、㎥とする。 

（注 1） ジオテキスタイルを用いた補強土壁工及び  補強盛土工のまき出し、敷均し・締固め、水平排水材、層厚

管理材の設置の他、振動ローラ（ハンドガイド式）、タンパ及びランマの運転経費等、その施工に要するすべ

ての費用を含む。ただし、水平排水材、層厚管理材及び盛土材の材料費は含まない。 

（注 2） 水平排水材、層厚管理材は別途計上する。 

（注 3） ジオテキスタイル工１段当りのまき出し厚さ及び締固め回数に関係なく適用する。 

（注 4） 補強盛土工範囲（図 3－1 参考図参照）の盛土材については、必要に応じて別途計上する。 

【省略】 

Ｃ～2210 補強盛土工 
 

1  適用範囲 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 ジオテキスタイル壁面材組立・設置 

（1） 条件区分 

ジオテキスタイル壁面材組立・設置に積算条件区分はない。 

積算単位は、㎡とする。 

（注 1） ジオテキスタイルを用いた補強土壁工及び盛土補強  工の壁面材の組立・設置、吸出し防止材の設置

等、その施工に要するすべての費用を含む。 

 ただし、ジオテキスタイル壁面材（材料費）及び吸出し防止材の材料費は含まない。 

【省略】 

3－3 ジオテキスタイル敷設 

（1） 条件区分 

ジオテキスタイル敷設に積算条件区分はない。 

積算単位は、㎡とする。 

（注 1） ジオテキスタイルを用いた補強土壁工及び盛土補強  工のジオテキスタイルの敷設(ジオテキスタイル巻

込み作業含む)の他、ジオテキスタイル敷設に使用する杭、ハンマ、スコップ、バール等、その施工に要する

すべての費用を含む。ただし、ジオテキスタイル（材料費）は含まない。 

【省略】 

3－4 まき出し・敷均し、締固め 

（1） 条件区分 

まき出し・敷均し、締固めに積算条件区分はない。 

積算単位は、㎥とする。 

（注 1） ジオテキスタイルを用いた補強土壁工及び盛土補強  工のまき出し、敷均し・締固め、水平排水材、層厚

管理材の設置の他、振動ローラ（ハンドガイド式）、タンパ及びランマの運転経費等、その施工に要するすべ

ての費用を含む。ただし、水平排水材、層厚管理材及び盛土材の材料費は含まない。 

（注 2） 水平排水材、層厚管理材は別途計上する。 

（注 3） ジオテキスタイル工１段当りのまき出し厚さ及び締固め回数に関係なく適用する。 

（注 4） ジオテキスタイル盛土工範囲（図 3－1 参考図参照）の盛土材については、必要に応じて別途計上  

する。 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の追加・削除 

 

 

 

 

 

 

 

字句の追加・削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句の追加・削除 

 

 

 

字句の改正 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－19－ 

Ｃ～2300 アンカー工（ロータリーパーカッション式） 
 

1  適用範囲 

本資料は、ロータリーパーカッション式ボーリングマシンにより二重管による削孔を行い、アンカー

鋼材にて 引張力を地盤に伝達し、長期に供用するグラウンドアンカー工法に適用する。 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

 

Ｃ～2300 アンカー工（ロータリーパーカッション式） 
 

1  適用範囲 

本資料は、ロータリーパーカッション式ボーリングマシンにより      削孔を行い、アンカー

鋼材にて 引張力を地盤に伝達し、長期に供用するグラウンドアンカー工法に適用する。 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 
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3  施工パッケージ 

3－1 削孔（アンカー） 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－1 削孔（アンカー） 積算条件区分一覧       (積算単位：ｍ) 

足場工の有無  呼び径 土 質 

有 り 

（スキッド型） 

 

 

  

 

 

90 ㎜ 

表 3－2 
115 ㎜ 

135 ㎜ 

146 ㎜ 

無 し 

（クローラ型） 

 

 

  

 

 

90 ㎜ 

表 3－2 
115 ㎜ 

135 ㎜ 

146 ㎜ 

（注 1） 上表はアンカー孔の削孔、ドリルパイプの引抜き、ボーリングマシン横移動作業、削孔材料損耗品費の

他、削孔水用ポンプ、給水用ポンプ、排水用ポンプ、空気圧縮機、水槽損料、電力に関する経費等、その施

工に要するすべての機械・労務・材料費（損料を含む）を含む。 

（注 2） 呼び径とは、ドリルパイプ外径（㎜）をいう。 

（注 3） 転石等土質条件が上表区分に適用しないと判断される場合は、別途検討する。 

（注 4） 泥水処理が必要な場合は、別途計上する。 

 

 

［削除］ 

 

 

 

表 3－2 土質        

積算条件 区 分 

土 質 

粘性土・砂質土 

礫質土 

玉石混り土 

軟岩 

硬岩 

（注 1） 硬岩はコンクリートを含む 

 

3  施工パッケージ 

3－1 削孔（アンカー） 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－1 削孔（アンカー） 積算条件区分一覧       (積算単位：ｍ) 

足場工の有無 方 式 呼び径 土 質 

有 り 

（スキッド型） 

単管方式 

90 ㎜ 

表 3－2 115 ㎜ 

135 ㎜ 

二重管方式 

90 ㎜ 

表 3－3 
115 ㎜ 

135 ㎜ 

146 ㎜ 

無 し 

（クローラ型） 

単管方式 

90 ㎜ 

表 3－2 115 ㎜ 

135 ㎜ 

二重管方式 

90 ㎜ 

表 3－3 
115 ㎜ 

135 ㎜ 

146 ㎜ 

（注 1） 上表はアンカー孔の削孔、ドリルパイプの引抜き、ボーリングマシン横移動作業、削孔材料損耗品費の

他、削孔水用ポンプ、給水用ポンプ、排水用ポンプ、      水槽損料、電力に関する経費等、その施

工に要するすべての機械・労務・材料費（損料を含む）を含む。 

（注 2） 呼び径とは、ドリルパイプ外径（㎜）をいう。 

（注 3） 転石等土質条件が上表区分に適用しないと判断される場合は、別途検討する。 

（注 4） 泥水処理が必要な場合は、別途計上する。 

 

表 3－2 土質（単管方式） 

積算条件 区 分 

土 質 

粘性土・砂質土 

礫質土 

玉石混り土 

 

表 3－3 土質（二重管方式） 

積算条件 区 分 

土 質 

粘性土・砂質土 

礫質土 

玉石混り土 

軟岩 

硬岩 

（注 1） 硬岩はコンクリートを含む 
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（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－3 削孔（アンカー） 代表機労材規格一覧 

 項 目 代表機労材規格 備 考 

 

 

 
                                

                               

    

    

 

        

          

        

    

 

 

                     

                               

                               

 

                        

                                    

                                    

 

                     

                                

                                

 

                    

                               

                               

     

 

機 械 

K1 
ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ［ﾛｰﾀﾘｰﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式］ｽｷｯﾄﾞ型 55kW 級 足場工有りの場合 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ［ﾛｰﾀﾘｰﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式］ｸﾛｰﾗ型 81kW 級 足場工無しりの場合 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 

インナーロッドφ90 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 90 ㎜の場合 

インナーロッドφ115 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 115 ㎜の場合 

インナーロッドφ135 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 135 ㎜の場合 

インナーロッドφ146 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 146 ㎜の場合 

Z2 

インナービットφ90 ㎜用 呼び径 90 ㎜の場合 

インナービットφ115 ㎜用 呼び径 115 ㎜の場合 

インナービットφ135 ㎜用 呼び径 135 ㎜の場合 

インナービットφ146 ㎜用 呼び径 146 ㎜の場合 

Z3 

リングビットφ90 ㎜用 呼び径 90 ㎜の場合 

リングビットφ115 ㎜用 呼び径 115 ㎜の場合 

リングビットφ135 ㎜用 呼び径 135 ㎜の場合 

リングビットφ146 ㎜用 呼び径 146 ㎜の場合 

Z4 

ドリルパイプφ90 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 90 ㎜の場合 

ドリルパイプφ115 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 115 ㎜の場合 

ドリルパイプφ135 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 135 ㎜の場合 

ドリルパイプφ146 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 146 ㎜の場合 

市場単価 S ―  
 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－4 削孔（アンカー） 代表機労材規格一覧 

方 式 項 目 代表機労材規格 備 考 

単 管 

機 械 

K1 
ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ［ﾛｰﾀﾘｰﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式］ｽｷｯﾄﾞ型 55kW 級 足場工有りの場合 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ［ﾛｰﾀﾘｰﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式］ｸﾛｰﾗ型 81kW 級 足場工無しの場合 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 

リングビットφ90 ㎜用 呼び径 90 ㎜の場合 

リングビットφ115 ㎜用 呼び径 115 ㎜の場合 

リングビットφ135 ㎜用 呼び径 135 ㎜の場合 

Z2 

ドリルパイプφ90 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 90 ㎜の場合 

ドリルパイプφ115 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 115 ㎜の場合 

ドリルパイプφ135 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 135 ㎜の場合 

Z3 

シャンクロッドφ90 ㎜用 呼び径 90 ㎜の場合 

シャンクロッドφ115 ㎜用 呼び径 115 ㎜の場合 

シャンクロッドφ135 ㎜用 呼び径 135 ㎜の場合 

Z4 

打込アダプタφ90 ㎜用 呼び径 90 ㎜の場合 

打込アダプタφ115 ㎜用 呼び径 115 ㎜の場合 

打込アダプタφ135 ㎜用 呼び径 135 ㎜の場合 

市場単価 S ―  

二重管 

機 械 

K1 
ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ［ﾛｰﾀﾘｰﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式］ｽｷｯﾄﾞ型 55kW 級 足場工有りの場合 

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ［ﾛｰﾀﾘｰﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ式］ｸﾛｰﾗ型 81kW 級 足場工無しりの場合 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 

インナーロッドφ90 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 90 ㎜の場合 

インナーロッドφ115 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 115 ㎜の場合 

インナーロッドφ135 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 135 ㎜の場合 

インナーロッドφ146 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 146 ㎜の場合 

Z2 

インナービットφ90 ㎜用 呼び径 90 ㎜の場合 

インナービットφ115 ㎜用 呼び径 115 ㎜の場合 

インナービットφ135 ㎜用 呼び径 135 ㎜の場合 

インナービットφ146 ㎜用 呼び径 146 ㎜の場合 

Z3 

リングビットφ90 ㎜用 呼び径 90 ㎜の場合 

リングビットφ115 ㎜用 呼び径 115 ㎜の場合 

リングビットφ135 ㎜用 呼び径 135 ㎜の場合 

リングビットφ146 ㎜用 呼び径 146 ㎜の場合 

Z4 

ドリルパイプφ90 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 90 ㎜の場合 

ドリルパイプφ115 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 115 ㎜の場合 

ドリルパイプφ135 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 135 ㎜の場合 

ドリルパイプφ146 ㎜用（1.5ｍ） 呼び径 146 ㎜の場合 

市場単価 S ―  
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3－2 アンカー鋼材加工・組立・挿入・緊張・定着・頭部処理（アンカー） 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－4 アンカー鋼材加工・組立・挿入・緊張・定着・頭部処理（アンカー） 積算条件区分一覧 

（積算単位：本） 

防食方法 アンカー鋼材 削孔長 設計荷重（ｆ） 頭部処理の有無 

二重防食 

ＰＣ鋼線より線 表 3－5 

表 3－6 

表 3－7 

ＰＣ鋼線より線（工場組立） ― 

複合ＰＣ鋼線より線束 

表 3－5 
ＰＣ鋼棒 

ｆ＜400kN 

400≦ｆ＜1,300kN 

簡易防食 

ＰＣ鋼線より線 表 3－5 
表 3－6 

ＰＣ鋼線より線（工場組立） ― 

ＰＣ鋼棒 表 3－5 
ｆ＜400kN 

400≦ｆ＜1,300kN 

【省略】 

 

表 3－5 削孔長 

積算条件 区 分 

削孔長 
10ｍ以内 

10ｍを超える 

 

表 3－6 設計荷重 

積算条件 区 分 

設計荷重 

ｆ＜400kN 

400≦ｆ＜1,300kN 

1,300≦ｆ＜2,000kN 

 

表 3－7 頭部処理の有無 

積算条件 区 分 

頭部処理の有無 
有 り 

無 し 

 

 

3－2 アンカー鋼材加工・組立・挿入・緊張・定着・頭部処理（アンカー） 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－5 アンカー鋼材加工・組立・挿入・緊張・定着・頭部処理（アンカー） 積算条件区分一覧 

（積算単位：本） 

防食方法 アンカー鋼材 削孔長 設計荷重（ｆ） 頭部処理の有無 

二重防食 

ＰＣ鋼線より線 表 3－6 

表 3－7 

表 3－8 

ＰＣ鋼線より線（工場組立） ― 

複合ＰＣ鋼線より線束 

表 3－6 
ＰＣ鋼棒 

ｆ＜400kN 

400≦ｆ＜1,300kN 

簡易防食 

ＰＣ鋼線より線 表 3－6 
表 3－7 

ＰＣ鋼線より線（工場組立） ― 

ＰＣ鋼棒 表 3－6 
ｆ＜400kN 

400≦ｆ＜1,300kN 

【省略】 

 

表 3－6 削孔長 

積算条件 区 分 

削孔長 
10ｍ以内 

10ｍを超える 

 

表 3－7 設計荷重 

積算条件 区 分 

設計荷重 

ｆ＜400kN 

400≦ｆ＜1,300kN 

1,300≦ｆ＜2,000kN 

 

表 3－8 頭部処理の有無 

積算条件 区 分 

頭部処理の有無 
有 り 

無 し 
 

 

 

番号の改正 

 

表内、番号の改正 
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番号の改正 
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（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－8 アンカー鋼材加工・組立・挿入・緊張・定着・頭部処理（アンカー） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 ―  

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 ―  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

3－3 グラウト注入（アンカー） 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－9 グラウト注入（アンカー） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 ―  

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 普通ポルトランドセメント 25 ㎏袋入  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－9 アンカー鋼材加工・組立・挿入・緊張・定着・頭部処理（アンカー） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 ―  

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 ―  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

3－3 グラウト注入（アンカー） 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－10 グラウト注入（アンカー） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 ―  

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 普通ポルトランドセメント 25 ㎏袋入  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 
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3－4 ボーリングマシン移設（アンカー） 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－10 ボーリングマシン移設（アンカー） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 
ラフテレーンクレーン［油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第 3次基準値）］ 25ｔ吊 
賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 ―  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

3－5 足場（アンカー） 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－11 足場（アンカー） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 
ラフテレーンクレーン［油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第 3次基準値）］ 25ｔ吊 
賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 とび工  

R2 土木一般世話役  

R3 普通作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 ―  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

3－4 ボーリングマシン移設（アンカー） 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－11 ボーリングマシン移設（アンカー） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 
ラフテレーンクレーン［油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第 2次基準値）］ 25ｔ吊 
賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 特殊作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 ―  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

3－5 足場（アンカー） 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－12 足場（アンカー） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 
ラフテレーンクレーン［油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第 2次基準値）］ 25ｔ吊 
賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 とび工  

R2 土木一般世話役  

R3 普通作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 ―  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 
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番号の改正 
 

表内、字句の改正 
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Ｃ～3090 現場取卸工 
 

1  適用範囲 

本資料は、鋼桁等（鋼桁、門扉）の現場荷卸し作業で、トレーラから直接架設せずに、地組立や仮置

きをするために現場取卸する場合及び鋼管杭の現場荷卸作業に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

1－1－1  現場取卸(鋼桁) 

（1） クレーン規格が 200ｔ吊以下の場合 

               

                    

1－1－2  現場取卸（鋼管杭） 

（1） クレーン規格が 65ｔ吊以下の場合 

1－2 適用できない範囲 

               

                             

                                            

ＰＣ桁を現場取卸する場合 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

（1）現場取卸（鋼桁等） 
 

 

 

 

 

 

（2）現場取卸（鋼桁等） 

 

 

 

 

 

(注) 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

 

Ｃ～3090 現場取卸費 
 

1  適用範囲 

本資料は、鋼桁等（鋼桁、門扉）、ＰＣ桁及び鋼管杭の現場取卸  に適用する。 

 

1－1 適用できる範囲 

1－1－1  現場取卸(鋼桁) 

（1） クレーン規格が 200ｔ吊以下の場合 

1－1－2  現場取卸（ＰＣ桁） 

（1） クレーン規格が 200ｔ吊以下の場合 

1－1－3  現場取卸（鋼管杭） 

（1） クレーン規格が 20ｔ吊  の場合 

1－2 適用できない範囲 

1－2－1  現場取卸（ＰＣ桁） 

（1） 直接架設する場合は原則として現場取卸費は計上しない。 

 ただし、ＰＣ桁を仮置きする必要がある場合は必要に応じて現場取卸（ＰＣ桁）を計上する。 

             

       

                  

             

 

 

［追加］ 

 

 

             

 

 

［追加］ 

 

 

                                  

 

 

字句の改正 

 

 

字句の追加・改正 

 

 

 

 

番号・字句の削除 

〃 

番号の改正 

字句の追加及び数

値の改正 

字句の削除 

〃 

〃 

字句の追加 

番号・字句の追加 

字句及びフロー図

の追加 

 

 

 

 

 

番号・字句の追加 

字句及びフロー図

の追加 
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3  施工パッケージ 

3－1 現場取卸（鋼桁） 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－1 現場取卸（鋼桁） 積算条件区分一覧      (積算単位：t) 

クレーン規格 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 2 次基準値)] 16ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 2 次基準値)] 20ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 2 次基準値)] 25ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 2 次基準値)] 35ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 45ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 2 次基準値)] 50ｔ吊 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 100ｔ吊 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 120ｔ吊 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 160ｔ吊 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 200ｔ吊 

（注 1） 上表は、鋼桁の現場取卸、玉掛ワイヤー、シャックル、介錯ロープ等、その施工に必要な全ての機械・労

務・材料費（損料を含む）を含む。 

（注 2） 規格は最大部材質量等により決定する。 

（注 3） 直接工事費に計上する。 

（注 4） 現場条件により上表によりがたい場合は、別途考慮する。 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－2 現場取卸（鋼桁） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第 2次基準値）] 16ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第 2次基準値）] 20ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第 2次基準値）] 25ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第 2次基準値）] 35ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 45ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第 2次基準値）] 50ｔ吊 
賃料 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 100ｔ吊 賃料 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 120ｔ吊 賃料 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 160ｔ吊 賃料 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 200ｔ吊 賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 とび工  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 ―  

【省略】 

2  施工パッケージ 

2－1 現場取卸（鋼桁） 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 2－1 現場取卸（鋼桁） 積算条件区分一覧      (積算単位：t) 

クレーン規格 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 16ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 20ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 25ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 35ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 45ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 50ｔ吊 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 100ｔ吊 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 120ｔ吊 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 160ｔ吊 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 200ｔ吊 

（注 1） 上表は、鋼桁の現場取卸                   等、その施工に必要な全ての機械・労

務・材料費（損料を含む）を含む。 

（注 2） 規格は最大部材質量等により決定する。 

（注 3） 直接工事費に計上する。 

                                

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 2－2 現場取卸（鋼桁） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 16ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 20ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 25ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 35ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 45ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 50ｔ吊 
賃料 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 100ｔ吊 賃料 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 120ｔ吊 賃料 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 160ｔ吊 賃料 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 200ｔ吊 賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 とび工  

R3 ―  

R4 ―  

【省略】 

番号の改正 

〃 

 

 

番号の改正 

 
表内、字句の改正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

字句の追加 

 
 

 

字句の追加 

 

 

番号の改正 
 

表内、字句の改正 
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［削除］ 

2－2 現場取卸(ＰＣ桁) 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 2－3 現場取卸（ＰＣ桁） 積算条件区分一覧     (積算単位：本) 

クレーン規格 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 16ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 20ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 25ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 35ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 45ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 50ｔ吊 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 100ｔ吊 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 120ｔ吊 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 160ｔ吊 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 200ｔ吊 

（注 1） 上表は、ＰＣ桁の現場取卸等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料を含む）を含む。 

（注 2） 規格は最大部材質量等により決定する。 

（注 3） 直接工事費に計上する。 

 

番号・字句・表の削

除 
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［削除］ 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 2－4 現場取卸（ＰＣ桁） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 16ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 20ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 25ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 35ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 45ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 50ｔ吊 
賃料 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 100ｔ吊 賃料 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 120ｔ吊 賃料 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 160ｔ吊 賃料 

トラッククレーン[油圧伸縮ジブ型] 200ｔ吊 賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 とび工  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 ―  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  
 

番号・字句・表の削

除 
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3－2 現場取卸（鋼管杭） 

（1） 条件区分 

                     

            

                                             

条件区分は、次表を標準とする。 

 
表 3－3 現場取卸（鋼管杭） 積算条件区分一覧     (積算単位：t) 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型（第 2次基準値）] 16ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型（第 2次基準値）] 20ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型（第 2次基準値）] 25ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型（第 2次基準値）] 35ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型（第 1次基準値）] 45ｔ吊 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型（第 2次基準値）] 50ｔ吊 

（注 1） 上表は、鋼管杭の現場と取卸、玉掛ワイヤー、シャックル、介錯ロープ等、その施工に必要なすべての機

械・労務・材料費（損料を含む）を含む。 

（注 2） 規格は最大部材質量等により決定する。 

（注 3） 直接工事費に計上する。 

（注 4） 現場条件により上表によりがたい場合は、別途考慮する。 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－4 現場取卸（鋼管杭） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策

型（第 2次基準値）] 16ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策

型（第 2次基準値）] 20ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策

型（第 2次基準値）] 25ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策

型（第 2次基準値）] 35ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策

型（第 1次基準値）] 45ｔ吊 
賃料 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策

型（第 2次基準値）] 50ｔ吊 
賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 とび工  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 ―  

材 料 

Z1 ―  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

2－3 現場取卸（鋼管杭） 

（1） 条件区分 

現場取卸（鋼管杭）の積算条件区分はない。 

積算単位は、ｔとする。 

（注）鋼管杭の現場取卸等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料を含む）を含む。 

                

 

 

 

 

［追加］ 

 

 

 

 

 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 2－5 現場取卸（鋼管杭） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

                         

              
   

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

排出ガス対策型（第１次基準値）] 20ｔ吊 
賃料 

                         

              
   

                         

              
   

                         

              
   

                         

              
   

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 ―  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

 

番号の改正 

 

字句の削除 

〃 

〃 

字句の追加 
 

表及び字句の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号の改正 

 

表内、字句の追加、

改正 
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Ｃ～4000 舗装版破砕工 
 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

Ｃ～4000 舗装版破砕工 
 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 
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と
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搬

出 

無し 

有り 必要 

不要 Yes 

No 
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3  施工パッケージ 

3－1 舗装版破砕 

（1） 条件区分 

舗装版破砕における条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－1 舗装版破砕 積算条件区分一覧       （積算単位：㎡） 

舗装版種別 
障害等 

の有無 

騒音振動 

対策 
舗装版厚 

コンクリート＋アスフ

ァルト(カバー)舗装に

よるアスファルト舗装

版厚 

積込作業 

の有無 

アスファルト 

舗装版 

無し 

不要 

15 ㎝以下 ― 有り 

15 ㎝を超え 

40 ㎝以下 
― 有り 

必要 

15 ㎝以下 ― 有り 

15 ㎝を超え 

35 ㎝以下 
― 有り 

有り ― 

4 ㎝以下 ― 
有り 

無し 

4 ㎝を超え 10 ㎝以下 ― 
有り 

無し 

10 ㎝を超え 

15 ㎝以下 
― 

有り 

無し 

15 ㎝を超え 

30 ㎝以下 
― 

有り 

無し 

コンクリート 

舗装版 
無し 

不要 

15 ㎝以下 ― 有り 

15 ㎝を超え 

35 ㎝以下 
― 有り 

必要 

15 ㎝以下 ― 有り 

15 ㎝を超え 

35 ㎝以下 
― 有り 

コンクリート 

＋アスファルト 

(カバー)舗装版 

無し 不要 15 ㎝以上 35㎝以下 

15 ㎝以下 有り 

15 ㎝を超え 22.5 ㎝ 

以下 
有り 

（注 1） 上表は、舗装版とりこわし・掘削・積込みの他、大型ブレーカのチゼル損耗費（大型ブレーカによる   破

砕の場合）等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

（注 2） 障害等の有無の「有り」とは、現場状況、作業量、障害物等により表3－2で想定する機械での施工が   困

難な場合をいう。 

（注 3） 破砕対象となるアスファルト舗装版の幅が 1ｍ以内の場合、障害等「有り」とする。 

（注 4） 舗装版切断は、含まない。 

（注 5） 殻運搬、殻処分は、含まない。 

（注 6） 「コンクリート＋アスファルト（カバー）舗装版」の舗装版厚はコンクリート舗装部分の厚さをいう。 

（注 7） 「建設工事に伴う騒音、振動対策技術指針」の第 2章適用範囲外の地域となった場合においても、施工上

騒音振動対策が必要となった場合は、舗装版厚さに関わらず、下記を選択することができる。 

    ・騒音振動対策「必要」（コンクリート圧砕装置による破砕） 

    ・騒音振動対策「不要」、且つ舗装版厚「15cm 以下」（バックホウによる直接掘削・積込） 

3  施工パッケージ 

3－1 舗装版破砕 

（1） 条件区分 

舗装版破砕における条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－1 舗装版破砕 積算条件区分一覧       （積算単位：㎡） 

舗装版種別 
障害等 

の有無 

騒音振動 

対策 
舗装版厚 

コンクリート＋アスフ

ァルト(カバー)舗装に

よるアスファルト舗装

版厚 

積込作業 

の有無 

アスファルト 

舗装版 

無し 

不要 

15 ㎝以下 ― 有り 

15 ㎝を超え 

40 ㎝以下 
― 有り 

必要 

15 ㎝以下 ― 有り 

15 ㎝を超え 

35 ㎝以下 
― 有り 

有り ― 

4 ㎝以下 ― 
有り 

無し 

4 ㎝を超え 10 ㎝以下 ― 
有り 

無し 

10 ㎝を超え 

15 ㎝以下 
― 

有り 

無し 

15 ㎝を超え 

30 ㎝以下 
― 

有り 

無し 

コンクリート 

舗装版 
無し 

不要 

15 ㎝以下 ― 有り 

15 ㎝を超え 

35 ㎝以下 
― 有り 

必要 

15 ㎝以下 ― 有り 

15 ㎝を超え 

35 ㎝以下 
― 有り 

コンクリート 

＋アスファルト 

(カバー)舗装版 

無し 不要 15 ㎝以上 35㎝以下 

15 ㎝以下 有り 

15 ㎝を超え 22.5 ㎝ 

以下 
有り 

（注 1） 上表は、舗装版とりこわし・掘削・積込みの他、大型ブレーカのチゼル損耗費（大型ブレーカによる   破

砕の場合）等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

（注 2） 障害等の有無の「有り」とは、現場状況、作業量、障害物等により表3－2で想定する機械での施工が   困

難な場合をいう。 

（注 3） 破砕対象となるアスファルト舗装版の幅が 1ｍ以内の場合、障害等「有り」とする。 

（注 4） 舗装版切断は、含まない。 

（注 5） 殻運搬、殻処分は、含まない。 

（注 6） 「コンクリート＋アスファルト（カバー）舗装版」の舗装版厚はコンクリート舗装部分の厚さをいう。 
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（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－2 舗装版破砕 代表機労材規格一覧 

障害等 

の有無 

騒音振動 

対策 
舗装版厚 項 目 代表機労材規格 備考 

無し 不要 

15 ㎝以下 

機 械 

K1 

バックホウ（クローラ型） 

［後方超小回旋型・超低騒音型・排出ガス

対策型(2011 年規制)］ 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥） 

賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 土木一般世話役  

R2 運転手（特殊）  

R3 普通作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

15 ㎝超 

機 械 

K1 

バックホウ（クローラ型） 

［後方超小回旋型・超低騒音型・排出ガス

対策型(2011 年規制)］ 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥） 

賃料 

K2 
大型ブレーカ（油圧ブレーカ） 

バケット容量 0.4 ㎥ アタッチメントのみ 
賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

 

 

 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－2 舗装版破砕 代表機労材規格一覧 

障害等 

の有無 

騒音振動 

対策 
舗装版厚 項 目 代表機労材規格 備考 

無し 不要 

15 ㎝以下 

機 械 

K1 

バックホウ（クローラ型） 

［標準型・排出ガス対策型(第 3次基準値)］ 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥） 

 

賃料 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 土木一般世話役  

R2 運転手（特殊）  

R3 普通作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

15 ㎝超 

機 械 

K1 

バックホウ（クローラ型） 

［標準型・排出ガス対策型(第 3次基準値)］ 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥） 

 

賃料 

K2 
大型ブレーカ［油圧式］ 

（ベースマシン含まず）600～800 ㎏級 
   

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の追加・

改正 
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障害等 

の有無 

騒音振動 

対策 
舗装版厚 項 目 代表機労材規格 備考 

無し 必要 ― 

機 械 

K1 

バックホウ（クローラ型） 

［後方超小回旋型・超低騒音型・排出ガス

対策型(2011 年規制)］ 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥） 

賃料 

K2 

バックホウ用アタッチメント 

［コンクリート圧砕装置（大割機）］ 

開口幅 735～850 ㎜ 破砕力 550～980kN 

 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

有り ― ― 

機 械 

K1 

空気圧縮機［可搬式・エンジン駆動・スク

リュ型（超低騒音型）・排出ガス対策型（第

3 次基準値）］ 

3.5～3.7 ㎥／min 

賃料 

K2 さく岩機［コンクリートブレーカ］20 ㎏級  

K3 ―  

労 務 

R1 特殊作業員  

R2 普通作業員  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  
 

 
障害等 

の有無 

騒音振動 

対策 
舗装版厚 項 目 代表機労材規格 備考 

無し 必要 ― 

機 械 

K1 

バックホウ（クローラ型） 

［標準型・排出ガス対策型(第 3次基準値)］ 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥） 

賃料 

K2 

バックホウ用アタッチメント 

［コンクリート圧砕装置（大割機）］ 

開口幅 735～850 ㎜ 破砕力 550～980kN 

 

K3 ―  

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

有り ― ― 

機 械 

K1 

空気圧縮機［可搬式・エンジン駆動・スク

リュ型       ・排出ガス対策型（第

1 次基準値）］ 

3.5～3.7 ㎥／min 

賃料 

K2 さく岩機［コンクリートブレーカ］20 ㎏級  

K3 ―  

労 務 

R1 特殊作業員  

R2 普通作業員  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  
 

 

 

表内、字句の追加・

改正 
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Ｃ～4020 舗装版切断工 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記の標準とする。 
 

 

 

 

 

 

(注) 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである 

【省略】 

 

Ｃ～4020 舗装版切断工 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記の標準とする。 
 

 

 

 

 

 

(注) 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである 

【省略】 
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3  施工パッケージ 

3－1 舗装版切断 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－2 舗装版切断 代表機労材規格一覧 

舗装版種別 項 目 代表機労材規格 備 考 

アスファルト

舗装版 

 

コンクリート

舗装版 

機 械 

K1 

コンクリートカッタ［バキューム式・湿式］ 

超低騒音型 切削深 20 ㎝級 ブレード径φ56 ㎝ 

舗装版厚が 15 ㎝以下

の場合 

コンクリートカッタ［バキューム式(超低騒音型)・

湿式］切削深 30 ㎝級 ブレード径φ75 ㎝ 

舗装版厚が 15 ㎝を超

え 30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ［バキューム式(超低騒音型)・

湿式］切削深 40 ㎝級 ブレード径φ96 ㎝ 

舗装版厚が 30 ㎝を超

え 40 ㎝以下の場合 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 特殊作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 普通作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 18 インチ 
舗装版厚が 15 ㎝以下

の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 30 インチ 
舗装版厚が 15 ㎝を超

え 30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 38 インチ 
舗装版厚が 30 ㎝を超

え 40 ㎝以下の場合 

Z2 

ガソリン レギュラー スタンド 
舗装版厚が 15 ㎝以下

の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 22 インチ 
舗装版厚が 15 ㎝を超

え 30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 30 インチ 
舗装版厚が 30 ㎝を超

え 40 ㎝以下の場合 

Z3 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 14 インチ 
舗装版厚が 15 ㎝を超

え 30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 22 インチ 
舗装版厚が 30 ㎝を超

え 40 ㎝以下の場合 

Z4 

ガソリン レギュラー スタンド 
舗装版厚が 15 ㎝を超

え 30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 14 インチ 
舗装版厚が 30 ㎝を超

え 40 ㎝以下の場合 

市場単価 S ―  
 

3  施工パッケージ 

3－1 舗装版切断 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－2 舗装版切断 代表機労材規格一覧 

舗装版種別 項 目 代表機労材規格 備 考 

アスファルト

舗装版 

 

コンクリート

舗装版 

機 械 

K1 

コンクリートカッタ［バキューム式・湿式］ 

      切削深 20 ㎝級 ブレード径φ56 ㎝ 

舗装版厚が 15 ㎝以下

の場合 

コンクリートカッタ［バキューム式(超低騒音型)・

湿式］切削深 30 ㎝級 ブレード径φ75 ㎝ 

舗装版厚が 15 ㎝を超

え 30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ［バキューム式(超低騒音型)・

湿式］切削深 40 ㎝級 ブレード径φ96 ㎝ 

舗装版厚が 30 ㎝を超

え 40 ㎝以下の場合 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 特殊作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 普通作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 22 インチ 
舗装版厚が 15 ㎝以下

の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 30 インチ 
舗装版厚が 15 ㎝を超

え 30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 38 インチ 
舗装版厚が 30 ㎝を超

え 40 ㎝以下の場合 

Z2 

ガソリン レギュラー スタンド 
舗装版厚が 15 ㎝以下

の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 22 インチ 
舗装版厚が 15 ㎝を超

え 30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 30 インチ 
舗装版厚が 30 ㎝を超

え 40 ㎝以下の場合 

Z3 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 14 インチ 
舗装版厚が 15 ㎝を超

え 30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 22 インチ 
舗装版厚が 30 ㎝を超

え 40 ㎝以下の場合 

Z4 

ガソリン レギュラー スタンド 
舗装版厚が 15 ㎝を超

え 30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 14 インチ 
舗装版厚が 30 ㎝を超

え 40 ㎝以下の場合 

市場単価 S ―  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の追加、

数値の改正 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－36－ 

 
舗装版種別 項 目 代表機労材規格 備 考 

コンクリート

＋ 

アスファルト 

（カバー） 

舗装版 

機 械 

K1 

コンクリートカッタ［バキューム式・湿式］ 

超低騒音型 切削深 20 ㎝級 ブレード径φ56 ㎝ 

全体厚が 15 ㎝以下の

場合 

コンクリートカッタ［バキューム式(超低騒音型)・

湿式］切削深 30 ㎝級 ブレード径φ75 ㎝ 

全体厚が 15 ㎝を超え

30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ［バキューム式(超低騒音型)・

湿式］切削深 40 ㎝級 ブレード径φ96 ㎝ 

全体厚が 30 ㎝を超え

40 ㎝以下の場合 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 特殊作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 普通作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 18 インチ 
全体厚が 15 ㎝以下の

場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 30 インチ 
全体厚が 15 ㎝を超え

30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 38 インチ 
全体厚が 30 ㎝を超え

40 ㎝以下の場合 

Z2 

ガソリン レギュラー スタンド 
全体厚が 15 ㎝以下の

場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 22 インチ 
全体厚が 15 ㎝を超え

30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 30 インチ 
全体厚が 30 ㎝を超え

40 ㎝以下の場合 

Z3 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 14 インチ 
全体厚が 15 ㎝を超え

30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 22 インチ 
全体厚が 30 ㎝を超え

40 ㎝以下の場合 

Z4 

ガソリン レギュラー スタンド 
全体厚が 15 ㎝を超え

30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 14 インチ 
全体厚が 30 ㎝を超え

40 ㎝以下の場合 

市場単価 S ―  

【省略】 

 
舗装版種別 項 目 代表機労材規格 備 考 

コンクリート

＋ 

アスファルト 

（カバー） 

舗装版 

機 械 

K1 

コンクリートカッタ［バキューム式・湿式］ 

      切削深 20 ㎝級 ブレード径φ56 ㎝ 

全体厚が 15 ㎝以下の

場合 

コンクリートカッタ［バキューム式(超低騒音型)・

湿式］切削深 30 ㎝級 ブレード径φ75 ㎝ 

全体厚が 15 ㎝を超え

30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ［バキューム式(超低騒音型)・

湿式］切削深 40 ㎝級 ブレード径φ96 ㎝ 

全体厚が 30 ㎝を超え

40 ㎝以下の場合 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 特殊作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 普通作業員  

R4 ―  

材 料 

Z1 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 22 インチ 
全体厚が 15 ㎝以下の

場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 30 インチ 
全体厚が 15 ㎝を超え

30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 38 インチ 
全体厚が 30 ㎝を超え

40 ㎝以下の場合 

Z2 

ガソリン レギュラー スタンド 
全体厚が 15 ㎝以下の

場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 22 インチ 
全体厚が 15 ㎝を超え

30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 30 インチ 
全体厚が 30 ㎝を超え

40 ㎝以下の場合 

Z3 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 14 インチ 
全体厚が 15 ㎝を超え

30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 22 インチ 
全体厚が 30 ㎝を超え

40 ㎝以下の場合 

Z4 

ガソリン レギュラー スタンド 
全体厚が 15 ㎝を超え

30 ㎝以下の場合 

コンクリートカッタ（ブレード） 径 14 インチ 
全体厚が 30 ㎝を超え

40 ㎝以下の場合 

市場単価 S ―  

【省略】 

 

表内、字句の追加、

数値の改正 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－37－ 

Ｃ～4200 発泡スチロールを用いた超軽量盛土工 
 

1  適用範囲 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 発泡スチロール設置 

【省略】 

3－14 裏込砕石（軽量盛土） 

（1） 条件区分 

【省略】 

表 3－12 砕石の種類 

積算条件 区 分 

砕 石 の 種 類 

切込砂利 80 ㎜級 

切込砕石 80 ㎜級 

再生骨材 80 ㎜級 

切込砂利 40 ㎜級 

切込砕石 40 ㎜級 

再生骨材 40 ㎜級 

砕石(各種) 

【省略】 

Ｃ～4200 発泡スチロールを用いた超軽量盛土工 
 

1  適用範囲 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 発泡スチロール設置 

【省略】 

3－14 裏込砕石（軽量盛土） 

（1） 条件区分 

【省略】 

表 3－12 砕石の種類 

積算条件 区 分 

砕 石 の 種 類 

切込砂利 80 ㎜級 

切込砕石 80 ㎜級 

 

切込砂利 40 ㎜級 

切込砕石 40 ㎜級 

 

砕石(各種) 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の追加 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ コンクリート工 
土地改良事業等適用施工パッケージ型積算方式の試行 

（平成 29 年 9 月 25 日付け事調第 598 号農政部長通知）の一部改正 

 

１．適用年月日 

 最新設計単価の対象工事 最新設計単価の対象外工事 

積算基準日 令和６年 12 月 19 日以降 令和７年 2 月 20 日以降 

 
 

 

  



 

 

 

 

 

 

 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

Ｄ コンクリート工 

Ｄ～2030 コンクリート削孔工 
 

1  適用範囲 

本資料は、コンクリート構造物の削孔（用心鉄筋（さし筋）、あと施工アンカー、防護柵類、排水穴

等）作業に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

【省略】 

3－2 コンクリート削孔（さく岩機） 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－4 コンクリート削孔（さく岩機） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

空気圧縮機［可搬式・エンジン駆動・スクリュ型・ 

（低騒音型）・排出ガス対策型（第 3 次基準値）］ 

3.5～3.7 ㎥/min 

賃料 

K2 さく岩機［ハンドドリル（空圧式）］質量 15 ㎏級  

K3 ―  

労 務 

R1 特殊作業員  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

 

Ｄ コンクリート工 

Ｄ～2030 コンクリート削孔工 
 

1  適用範囲 

本資料は、コンクリート構造物の削孔（用心鉄筋（さし筋）、あと施工アンカー、防護柵類、排水穴

等）作業に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

【省略】 

3－2 コンクリート削孔（さく岩機） 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－4 コンクリート削孔（さく岩機） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

空気圧縮機［可搬式・エンジン駆動・スクリュ型・ 

（低騒音型）・排出ガス対策型（第 1 次基準値）］ 

3.5～3.7 ㎥/min 

賃料 

K2 さく岩機［ハンドドリル（空圧式）］質量 15 ㎏級  

K3 ―  

労 務 

R1 特殊作業員  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 ―  

材 料 

Z1 軽油 パトロール給油  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ｅ 管渠工 
土地改良事業等適用施工パッケージ型積算方式の試行 

（平成 29 年 9 月 25 日付け事調第 598 号農政部長通知）の一部改正 

 

１．適用年月日 

 最新設計単価の対象工事 最新設計単価の対象外工事 

積算基準日 令和６年 12 月 19 日以降 令和７年 2 月 20 日以降 

 
 

 

  



 

 

 

 

 

 

 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

Ｅ 管渠工 

Ｅ～2010 排水構造物工（鉄筋コンクリート台付管） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

4  プレキャスト基礎板設置 

4－1 適用範囲 

本資料は、プレキャスト基礎板（高圧管用・台付管用）の据付作業に適用する。 

4－2 機種の選定 

機械・規格は、次表を標準とする。 

表 4－1 機種の選定（プレキャスト基礎板） 

規格区分 据付方法 
使用機械 

機械名 規格 

内径φ300～1,200 ㎜ 機械 
バ ッ ク ホ ウ 

（クローラ型） 

標準型 クレーン機能付 

排出ガス対策型（第 1次基準値） 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥）吊能力 2.9ｔ 

（注 1） 現場条件により、上表により難い場合は別途考慮する。 

（注 2） バックホウ（クレーン仕様）は「クレーン等安全規則」、「移動式クレーン構造規格」に準拠する機械で

ある。 

（注 3） バックホウは損料とする。 

【省略】 

 

Ｅ 管渠工 

Ｅ～2010 排水構造物工（鉄筋コンクリート台付管） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

4  プレキャスト基礎板設置 

4－1 適用範囲 

本資料は、プレキャスト基礎板（高圧管用・台付管用）の据付作業に適用する。 

4－2 機種の選定 

機械・規格は、次表を標準とする。 

表 4－1 機種の選定（プレキャスト基礎板） 

規格区分 据付方法 
使用機械 

機械名 規格 

内径φ300～1,200 ㎜ 機械 
バ ッ ク ホ ウ 

（クローラ型） 

標準型 クレーン機能付 

排出ガス対策型（第 1次基準値） 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥）吊能力 2.9ｔ 

（注 1） 現場条件により、上表により難い場合は別途考慮する。 

（注 2） バックホウ（クレーン仕様）は「クレーン等安全規則」、「移動式クレーン構造規格」に準拠する機械で

ある。 

                  

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号及び字句の追

加 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ 水路工 
土地改良事業等適用施工パッケージ型積算方式の試行 

（平成 29 年 9 月 25 日付け事調第 598 号農政部長通知）の一部改正 

 

１．適用年月日 

 最新設計単価の対象工事 最新設計単価の対象外工事 

積算基準日 令和６年 12 月 20 日以降 令和７年 2 月 20 日以降 

 
 

 

  



 

 

 

 

 

 

 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

Ｆ 水 路 工 

Ｆ～1400 排水構造物工（ボックスカルバート） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 ボックスカルバート 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－4 ボックスカルバート 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

低騒音型排出ガス対策型(2011 年規制)] 

25ｔ吊 

・賃料 

・内空高 2.5ｍ以下の場合 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

低騒音型排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 

50ｔ吊 

・賃料 

・内空高 2.5ｍ超の場合 

K2 ―  

K3 ―  

【省略】 

 

Ｆ 水 路 工 

Ｆ～1400 排水構造物工（ボックスカルバート） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 ボックスカルバート 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－4 ボックスカルバート 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

低騒音型排出ガス対策型(第 2 次基準値)] 

25ｔ吊 

・賃料 

・内空高 2.5ｍ以下の場合 

ラフテレーンクレーン[油圧伸縮ジブ型・ 

低騒音型排出ガス対策型(第 1 次基準値)] 

50ｔ吊 

・賃料 

・内空高 2.5ｍ超の場合 

K2 ―  

K3 ―  

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－2－ 

Ｆ～1510 目地・止水板設置工 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

 

Ｆ～1510 目地・止水板設置工 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

フロー図内、字句の

削除及び改正 

 

ペ

イ

ン

ト

塗

装 

型

枠

撤

去 

止

水

板

設

置 

材

料

搬

入 

型

枠

設

置 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
打
設 

目

地

板

設

置 

 
 
 
 
 
 
 
 

シ

ー

ル

材

設

置 

必要分繰り返す 

ペ

イ

ン

ト

塗

装 

型

枠

撤

去 

止

水

板

設

置 

準

備 

型

枠

設

置 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
打
設 

目

地

板

設

置 

後

片

付

け 

シ

ー

ル

材

設

置 

必要分繰り返す 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－3－ 

Ｆ～3100 かごマット工（スロープ型） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

（注 1） 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

（注 2） 吸出し防止材設置の有無にかかわらず本施工パッケージを適用できる。 

 

3  施工パッケージ 

3－1 かごマット設置（スロープ型） 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－2 かごマット設置（スロープ型） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 
バックホウ(クローラ型)[標準型・排出ガス対策型

(2011 年規制)］ 山積 0.8 ㎥（平積 0.6 ㎥） 
 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 特殊作業員  

R3 運転手（特殊）  

R4 土木一般世話役  

材 料 

Z1 
かごマット(スロープ型) ｔ＝30 ㎝ メッキ鉄線 かご厚さがｔ＝30㎝の場合 

かごマット(スロープ型) ｔ＝50 ㎝ メッキ鉄線 かご厚さがｔ＝50㎝の場合 

Z2 
割栗石 径 50～150 ㎜ かご厚さがｔ＝30㎝の場合 

割栗石 径 150～200 ㎜ かご厚さがｔ＝50㎝の場合 

Z3 軽油 パトロール給油  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

 

 

Ｆ～3100 かごマット工（スロープ型） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

（注 1） 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

（注 2） 吸出し防止材設置の有無にかかわらず本施工パッケージを適用できる。 

 

3  施工パッケージ 

3－1 かごマット設置（スロープ型） 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－2 かごマット設置（スロープ型） 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 
バックホウ(クローラ型)[標準型・排出ガス対策型

(第 1 次基準値)］ 山積 0.8 ㎥（平積 0.6 ㎥） 
 

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 特殊作業員  

R3 運転手（特殊）  

R4 土木一般世話役  

材 料 

Z1 
かごマット(スロープ型) ｔ＝30 ㎝ メッキ鉄線 かご厚さがｔ＝30㎝の場合 

かごマット(スロープ型) ｔ＝50 ㎝ メッキ鉄線 かご厚さがｔ＝50㎝の場合 

Z2 
割栗石 径 50～150 ㎜ かご厚さがｔ＝30㎝の場合 

割栗石 径 150～200 ㎜ かご厚さがｔ＝50㎝の場合 

Z3 軽油 パトロール給油  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

フロー図内、字句の

改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 
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Ｉ 道路工 
土地改良事業等適用施工パッケージ型積算方式の試行 

（平成 29 年 9 月 25 日付け事調第 598 号農政部長通知）の一部改正 

 

１．適用年月日 

 最新設計単価の対象工事 最新設計単価の対象外工事 

積算基準日 令和６年 12 月 19 日以降 令和７年 2 月 20 日以降 

 
  



 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

Ｉ 道 路 工 

Ｉ～2300 安定処理工 
1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

（1） スタビライザ混合 

 

 

 

 

 

（注 1） 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

（注 2） 養生中の飛散防止等の有無にかかわらず本施工パッケージを適用できる。 

（2） バックホウ混合 

 

 

 

 

 

（注） 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

 

Ｉ 道 路 工 

Ｉ～2300 安定処理工 
1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

（1） スタビライザ混合 

 

 

 

 

 

（注 1） 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

（注 2） 養生中の飛散防止等の有無にかかわらず本施工パッケージを適用できる。 

（2） バックホウ混合 

 

 

 

 

 

（注） 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フロー図内、字句の

改正 

 

 

 

 

 

 

フロー図内、字句の

改正 
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新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－2－ 

3  施工パッケージ 

3－1 安定処理 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3.2 安定処理 代表機労材規格一覧 

使用機種 
施工 

箇所 
項 目 代表機労材規格 備 考 

スタビライザ ― 

機 械 

K1 

スタビライザ［路床改良用・排出ガス対

策型（第 2次基準値）］ 

処理深さ 0.6ｍ×幅 2.0ｍ 

混合深さ 0.6ｍ以下の

場合 

 

スタビライザ［路床改良用・排出ガス対

策型（第 2次基準値）］ 

処理深さ 1.2ｍ×幅 2.0ｍ 

混合深さ 0.6ｍを超え 1

ｍ以下の場合 

 

K2 

バックホウ（クローラ型）［標準型・超

低騒音型・クレーン機能付・排出ガス対

策型（第 3 次基準値）］ 山積 0.45m3 

（平積 0.35m3）吊能力 2.9t 

賃料 

K3 
ブルドーザ湿地［低騒音型・排出ガス対

策型（第 2 次基準値）］7t 級 
賃料 

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 ―  

材 料 

Z1 
セメント系固化材 特殊土用 

・フレコン・1トンパック 
 

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  
 

3  施工パッケージ 

3－1 安定処理 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3.2 安定処理 代表機労材規格一覧 

使用機種 
施工 

箇所 
項 目 代表機労材規格 備 考 

スタビライザ ― 

機 械 

K1 

スタビライザ［路床改良用・排出ガス対

策型（第 2次基準値）］ 

処理深さ 0.6ｍ×幅 2.0ｍ 

混合深さ 0.6ｍ以下の

場合 

 

スタビライザ［路床改良用・排出ガス対

策型（第 2次基準値）］ 

処理深さ 1.2ｍ×幅 2.0ｍ 

混合深さ 0.6ｍを超え 1

ｍ以下の場合 

 

K2 

バックホウ（クローラ型）［標準型・超

低騒音型・クレーン機能付・排出ガス対

策型（第 3 次基準値）］ 山積 0.45m3 

（平積 0.35m3）吊能力 2.9t 

賃料 

K3 
ブルドーザ湿地［低騒音型・排出ガス対

策型（第 2 次基準値）］7t 級 
賃料 

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 ―  

材 料 

Z1 
セメント系固化材 一般軟弱土用 

・フレコン・1トンパック 
 

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 

          



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－3－ 

 

使用機種 
施工 

箇所 
項 目 代表機労材規格 備 考 

バックホウ 路床 

機 械 

K1 

バックホウ(クローラ型)[標準型・超低騒音

型・クレーン機能付]排出ガス対策型(2011 年規

制)山積 0.5 ㎥（平積 0.4 ㎥）2.9ｔ吊 

賃料 

K2 
タイヤローラ［普通型・超低騒音型・排出ガス

対策型（第 3次基準値）］運転質量 8～20ｔ 
賃料 

K3 

振動ローラ（舗装用）[搭乗・コンバインド式・

超低騒音型・排出ガス対策型（第 3 次基準値）]

運転質量 3～4ｔ 

賃料 

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 ―  

材 料 

Z1 
セメント系固化材 特殊土用 

・フレコン・1 トンパック 
 

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

バックホウ 
構造物 

基 礎 

機 械 

K1 

バックホウ(クローラ型)[標準型・超低騒音

型・クレーン機能付]排出ガス対策型(第 3次基

準値）山積 0.8 ㎥（平積 0.6 ㎥）2.9ｔ吊 

賃料 

K2 
振動ローラ（舗装用）[ハンドガイド式・低騒

音型]質量 0.6～0.7ｔ 
賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 土木一般世話役  

R2 運転手（特殊）  

R3 特殊作業員  

R4 普通作業員  

材 料 

Z1 
セメント系固化材 特殊土用 

・フレコン・1 トンパック 
 

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

（注） バックホウ及び振動ローラは、賃料とする。 
【省略】 

 

使用機種 
施工 

箇所 
項 目 代表機労材規格 備 考 

バックホウ 路床 

機 械 

K1 

バックホウ(クローラ型)[標準型・超低騒音

型・クレーン機能付]排出ガス対策型(2011 年規

制)山積 0.5 ㎥（平積 0.4 ㎥）2.9ｔ吊 

賃料 

K2 
タイヤローラ［普通型・超低騒音型・排出ガス

対策型（第 3次基準値）］運転質量 8～20ｔ 
賃料 

K3 

振動ローラ（舗装用）[搭乗・コンバインド式・

超低騒音型・排出ガス対策型（第 3 次基準値）]

運転質量 3～4ｔ 

賃料 

労 務 

R1 運転手（特殊）  

R2 普通作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 ―  

材 料 

Z1 
セメント系固化材 一般軟弱土用 

・フレコン・1 トンパック 
 

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

バックホウ 
構造物 

基 礎 

機 械 

K1 

バックホウ(クローラ型)[標準型・超低騒音

型・クレーン機能付]排出ガス対策型(第 3次基

準値）山積 0.8 ㎥（平積 0.6 ㎥）2.9ｔ吊 

賃料 

K2 
振動ローラ（舗装用）[ハンドガイド式    

  ]質量 0.8～1.1ｔ 
賃料 

K3 ―  

労 務 

R1 土木一般世話役  

R2 運転手（特殊）  

R3 特殊作業員  

R4 普通作業員  

材 料 

Z1 
セメント系固化材 一般軟弱土用 

・フレコン・1 トンパック 
 

Z2 軽油 パトロール給油  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

（注） バックホウ及び振動ローラは、賃料とする。 
【省略】 

 

 

表内、字句の追加 

及び改正 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－4－ 

Ｉ～4000 路面切削工 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1） 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

【省略】 

 

Ｉ～4000 路面切削工 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1） 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

フロー図内、字句の

改正 

 

準

備 

切

削

・

積

込 

清

掃

・

散

水 

段

差

す

り

つ

け 

移

動

（

自

走

） 

運 搬 

機

材

搬

入 

切

削

・

積

込 

清

掃

・

散

水 

段

差

す

り

つ

け 

移

動

（

自

走

） 

運 搬 

機

材

搬

出 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ｊ 道路附帯工 
土地改良事業等適用施工パッケージ型積算方式の試行 

（平成 29 年 9 月 25 日付け事調第 598 号農政部長通知）の一部改正 

 

１．適用年月日 

 最新設計単価の対象工事 最新設計単価の対象外工事 

積算基準日 令和６年 12 月 19 日以降 令和７年 2 月 20 日以降 

 
  



 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

Ｊ 道路附帯工 

Ｊ～1500 路側工（据付け） 
 

1  適用範囲 

本資料は、プレキャスト製品による歩車道境界ブロック及び地先境界ブロックの据付作業に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

1－1－1  歩車道境界ブロック 

製品長 2ｍ以下の場合 

1－1－2  地先境界ブロック 

製品長 2ｍ以下の場合 

1－2 適用できない範囲 

1－2－1  歩車道境界ブロック 

（1） 製品長が 2ｍを超える場合 

（2） ブロック規格が「600 ㎜以下、50 ㎏以上 100 ㎏未満」または「600 ㎜超え 1,000 ㎜以下、50 ㎏以

上 150 ㎏未満」、かつ作業半径 3ｍを超える場合 

（3） ブロック規格が「600 ㎜超え 1,000 ㎜以下、50 ㎏以上 150 ㎏未満」、かつ作業半径 5ｍを超える場

合 

1－2－2  地先境界ブロック 

（1） 製品長が 2ｍを超える場合 

（2） ブロック規格が「600 ㎜以下、50 ㎏以上 100 ㎏未満」または「600 ㎜超え 1,000 ㎜以下、50 ㎏以

上 150 ㎏未満」、かつ作業半径 3ｍを超える場合 

（3） ブロック規格が「600 ㎜超 1,000 ㎜以下、50 ㎏以上 150 ㎏未満」、かつ作業半径 5ｍを超える場合 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

Ｊ 道路附帯工 

Ｊ～1500 路側工（据付け） 
 

1  適用範囲 

本資料は、プレキャスト製品による歩車道境界ブロック及び地先境界ブロックの据付作業に適用する。 

1－1 適用できる範囲 

1－1－1  歩車道境界ブロック 

製品長 2ｍ以下の場合 

1－1－2  地先境界ブロック 

製品長 2ｍ以下の場合 

1－2 適用できない範囲 

1－2－1  歩車道境界ブロック 

    製品長が 2ｍを超える場合 

                                                                                               

                                        

                                                                                               

    

1－2－2  地先境界ブロック 

    製品長が 2ｍを超える場合 

                                                                                               

                                        

                                                                                               

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

【省略】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号の追加 

字句、番号の追加 

 

字句、番号の追加 

 

 

番号の追加 

字句、番号の追加 

 
 

字句、番号の追加 

 

 

 

フロー図内、字句の

追加及び改正 
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新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－2－ 

3  施工パッケージ 

3－1 歩車道境界ブロック 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－5 歩車道境界ブロック 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

小型バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型・超

低騒音型・クレーン機能付き・排出ガス対策型（第 3

次基準値)]山積 0.09 ㎥（平積 0.07 ㎥）吊能力 0.9ｔ 

・賃料 

・ブロック規格②③⑤⑥の

場合 

バックホウ（クローラ型）［超小旋回型・クレーン機

能付き・排出ガス対策型（2014 年規制）] 

山積 0.28 ㎥（平積 0.2 ㎥）吊能力 1.7ｔ 

・賃料 

・ブロック規格⑦の場合 

 

K2 
バックホウ（クローラ型）［標準型・排出ガス対策型

（2014 年規制）]山積 0.8 ㎥（平積 0.6 ㎥） 

・賃料 

・基礎砕石有りの場合 

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 特殊作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 

型わく工 
均し基礎コンクリート有

りの場合 

運転手（特殊） 

・基礎砕石有り、かつ均し

基礎コンクリート無しの

場合 

・ブロック規格⑦で、基礎

砕石無し、かつ均し基礎コ

ンクリート無しの場合 

材 料 

Z1 

歩車道境界ブロックＡ種（150／170×200×600） 

設置の場合 歩車道境界ブロックＢ種（180／205×250×600） 

歩車道境界ブロックＣ種（180／210×300×600） 

Z2 生コンクリート 高炉 18-8-25（20）W／C 60％ 
均し基礎コンクリート有

りの場合 

Z3 再生クラッシャラン RC-40 基礎砕石有りの場合 

Z4 軽油 パトロール給油 
ブロック規格①④、かつ基

礎砕石無しの場合を除く 

市場単価 S ―  

【省略】 

 

3  施工パッケージ 

3－1 歩車道境界ブロック 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－5 歩車道境界ブロック 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

小型バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型・超

低騒音型・クレーン機能付き・排出ガス対策型（第 3

次基準値)]山積 0.09 ㎥（平積 0.07 ㎥）吊能力 0.9ｔ 

・賃料 

・ブロック規格②③⑤⑥の

場合 

バックホウ（クローラ型）［標準型・クレーン機能付

き・排出ガス対策型（第 2次基準値）] 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥）吊能力 2.9ｔ 

・賃料 

・ブロック規格⑦の場合 

 

K2 
バックホウ（クローラ型）［標準型・排出ガス対策型

（2014 年規制）]山積 0.8 ㎥（平積 0.6 ㎥） 

・賃料 

・基礎砕石有りの場合 

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 特殊作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 

型わく工 
均し基礎コンクリート有

りの場合 

運転手（特殊） 

・基礎砕石有り、かつ均し

基礎コンクリート無しの

場合 

・ブロック規格⑦で、基礎

砕石無し、かつ均し基礎コ

ンクリート無しの場合 

材 料 

Z1 

歩車道境界ブロックＡ種（150／170×200×600） 

設置の場合 歩車道境界ブロックＢ種（180／205×250×600） 

歩車道境界ブロックＣ種（180／210×300×600） 

Z2 生コンクリート 高炉 18-8-25（20）W／C 60％ 
均し基礎コンクリート有

りの場合 

Z3 再生クラッシャラン RC-40 基礎砕石有りの場合 

Z4 軽油 パトロール給油 
ブロック規格①④、かつ基

礎砕石無しの場合を除く 

市場単価 S ―  

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 

 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－3－ 

3－2 地先境界ブロック 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－8 地先境界ブロック 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

小型バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型・超

低騒音型・クレーン機能付き・排出ガス対策型（第 3

次基準値）]山積 0.09 ㎥（平積 0.07 ㎥）吊能力 0.9t 

・賃料 

・ブロック規格⑤⑥の場合 

 

バックホウ（クローラ型）［超小旋回型・クレーン機

能付き・排出ガス対策型（2014 年規制）] 

山積 0.28 ㎥（平積 0.2 ㎥）吊能力 1.7ｔ 

・賃料 

・ブロック規格⑦の場合 

 

K2 
バックホウ（クローラ型）［標準型・排出ガス対策型

（2014 年規制）]山積 0.8 ㎥（平積 0.6 ㎥） 

・賃料 

・基礎砕石有りの場合 

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 特殊作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 

型わく工 
均し基礎コンクリート有

りの場合 

運転手（特殊） 

・基礎砕石有り、かつ均し

基礎コンクリート無しの

場合 

・ブロック規格⑦で、基礎

砕石無し、かつ均し基礎コ

ンクリート無しの場合 

材 料 

Z1 

地先境界ブロックＡ種(120×120×600) 

設置の場合 地先境界ブロックＢ種(150×120×600) 

地先境界ブロックＣ種(150×150×600) 

Z2 生コンクリート 高炉 18-8-25（20）W／C 60％ 
均し基礎コンクリート有

りの場合 

Z3 再生クラッシャラン RC-40 基礎砕石有りの場合 

Z4 軽油 パトロール給油 

ブロック規格①②③④、か

つ基礎砕石無しの場合を

除く 

市場単価 S ―  

【省略】 

 

3－2 地先境界ブロック 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－8 地先境界ブロック 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 

小型バックホウ（クローラ型）［後方超小旋回型・超

低騒音型・クレーン機能付き・排出ガス対策型（第 3

次基準値）]山積 0.09 ㎥（平積 0.07 ㎥）吊能力 0.9t 

・賃料 

・ブロック規格⑤⑥の場合 

 

バックホウ（クローラ型）［標準型・クレーン機能付

き・排出ガス対策型（第 2次基準値）] 

山積 0.45 ㎥（平積 0.35 ㎥）吊能力 2.9ｔ 

・賃料 

・ブロック規格⑦の場合 

 

K2 
バックホウ（クローラ型）［標準型・排出ガス対策型

（2014 年規制）]山積 0.8 ㎥（平積 0.6 ㎥） 

・賃料 

・基礎砕石有りの場合 

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 特殊作業員  

R3 土木一般世話役  

R4 

型わく工 
均し基礎コンクリート有

りの場合 

運転手（特殊） 

・基礎砕石有り、かつ均し

基礎コンクリート無しの

場合 

・ブロック規格⑦で、基礎

砕石無し、かつ均し基礎コ

ンクリート無しの場合 

材 料 

Z1 

地先境界ブロックＡ種(120×120×600) 

設置の場合 地先境界ブロックＢ種(150×120×600) 

地先境界ブロックＣ種(150×150×600) 

Z2 生コンクリート 高炉 18-8-25（20）W／C 60％ 
均し基礎コンクリート有

りの場合 

Z3 再生クラッシャラン RC-40 基礎砕石有りの場合 

Z4 軽油 パトロール給油 

ブロック規格①②③④、か

つ基礎砕石無しの場合を

除く 

市場単価 S ―  

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

表内、字句の改正 

 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－4－ 

Ｊ～1510 路側工（取外し） 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 歩車道境界ブロック撤去、地先境界ブロック撤去 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－1 歩車道境界ブロック撤去、地先境界ブロック撤去 積算条件区分一覧  (積算単位：ｍ) 

再利用区分 

処 分 

再利用 

（注 1） 上表は、プレキャスト製品による歩車道境界ブロックまたは地先境界ブロックの撤去、敷モルタル・目地モ

ルタルの取外し、集積、現場内小運搬ダンプトラック 4t 積、バール、スコップ、一輪車、電動ハンマドリル、

電力に関する経費等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

（注 2） 施工数量は直線部、曲線部及び片面用、両面用、乗入れ、すりつけ用ブロックを含んだ施工延長である。 

（注 3） 基礎コンクリートの取壊しは、別途計上する。 

【省略】 

Ｊ～1510 路側工（取外し） 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

3  施工パッケージ 

3－1 歩車道境界ブロック撤去、地先境界ブロック撤去 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－1 歩車道境界ブロック撤去、地先境界ブロック撤去 積算条件区分一覧  (積算単位：ｍ) 

再利用区分 

処 分 

再利用 

（注 1） 上表は、プレキャスト製品による歩車道境界ブロックまたは地先境界ブロックの撤去、敷モルタル・目地モ

ルタルの取外し、集積、現場内小運搬                                 

          等、その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

（注 2） 施工数量は直線部、曲線部及び片面用、両面用、乗入れ、すりつけ用ブロックを含んだ施工延長である。 

（注 3） 基礎コンクリートの取壊しは、別途計上する。 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

フロー図内、字句の

改正 
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Ｋ 橋梁工 
土地改良事業等適用施工パッケージ型積算方式の試行 

（平成 29 年 9 月 25 日付け事調第 598 号農政部長通知）の一部改正 

 

１．適用年月日 

 最新設計単価の対象工事 最新設計単価の対象外工事 

積算基準日 令和６年 12 月 19 日以降 令和７年 2 月 20 日以降 

 
  



 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

Ｋ 橋梁工 

Ｋ～5000 橋梁付属施設設置工（排水桝） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

 

 

 

 

 

［削除］ 

 

 

 

 

 

2  施工パッケージ 

2－1 排水桝 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 2－1 排水桝 積算条件区分一覧      （積算単位：箇所） 

排水桝の種類 

排水桝Ａ 

排水桝Ｂ 20 ㎏／個未満 

排水桝Ｂ 20 ㎏／個以上 110 ㎏／個以下 

【省略】 

 

Ｋ 橋梁工 

Ｋ～5000 橋梁付属施設設置工（排水桝） 

 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

排水桝 

 

 

 

 

 

 

（注 1） 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

 

3  施工パッケージ 

3－1 排水桝 

（1） 条件区分 

条件区分は、次表を標準とする。 

表 3－1 排水桝 積算条件区分一覧      （積算単位：箇所） 

排水桝の種類 

排水桝Ａ 

排水桝Ｂ 20 ㎏／個未満 

排水桝Ｂ 20 ㎏／個以上 110 ㎏／個以下 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

番号及びフロー

図・字句の削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号の改正 

〃 

 
 

番号の改正 

排
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桝

設

置
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片
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け

資

材

搬

入



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－2－ 

2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 2－2 排水桝 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 ―  

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 

橋梁用排水桝 鋼桁用Ａタイプ 

首下 265 FC250 本体 13.6 ㎏／個 

排水桝Ｂ20 ㎏／個未満

の場合 

橋梁用排水桝 鋼桁用Ａタイプ 

首下 265 FC250 本体 82.2 ㎏／個 

排水桝Ｂ20㎏／個以上 

110 ㎏／個以下の場合 

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

 

2－2 排水桝Ａ（材料費） 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－2 排水桝 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 ―  

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 土木一般世話役  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 

橋梁用排水桝 鋼桁用Ａタイプ 

首下 265 FC250 本体 13.6 ㎏／個 

排水桝Ｂ20 ㎏／個未満

の場合 

橋梁用排水桝 鋼桁用Ａタイプ 

首下 265 FC250 本体 82.2 ㎏／個 

排水桝Ｂ20㎏／個以上 

110 ㎏/個以下の場合 

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

 

3－2 排水桝Ａ（材料費） 

【省略】 

 

 

番号の改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号の改正 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－3－ 

Ｋ～5010 橋梁付属施設設置工（橋梁用高欄） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

橋梁用高欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

Ｋ～5010 橋梁付属施設設置工（橋梁用高欄） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

橋梁用高欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

【省略】 
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生

型

枠

撤

去

高

欄

設

置

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－4－ 

Ｋ～5020 橋梁付属施設設置工（橋名板等取付） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

 

 

 

 

 

［削除］ 

 

 

 

 

2  施工パッケージ 

2－1 橋名板等取付 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 2－1 橋名板取付 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 ―  

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 ―  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 銘板 300×200×13  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

 
 

Ｋ～5020 橋梁付属施設設置工（橋名板等取付） 
 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

橋名板等取付 

 

 

 

 

 

 

（注 1） 本施工パッケージで対応しているのは、二重実線部分のみである。 

3  施工パッケージ 

3－1 橋名板等取付 

（1） 条件区分 

【省略】 

（2） 代表機労材規格 

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

表 3－1 橋名板取付 代表機労材規格一覧 

項 目 代表機労材規格 備 考 

機 械 

K1 ―  

K2 ―  

K3 ―  

労 務 

R1 普通作業員  

R2 ―  

R3 ―  

R4 ―  

材 料 

Z1 銘板 300×200×13  

Z2 ―  

Z3 ―  

Z4 ―  

市場単価 S ―  

 
 

 

 

 

 

番号及びフロー

図・字句の削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号の改正 

〃 

 

 

 

番号の改正 

橋

名

板

等

取

付

後

片

付

け

資

材

搬

入



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－5－ 

Ｋ～5040 橋梁排水管設置工 
 

1  適用範囲 

【削除】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

Ｋ～5040 橋梁排水管設置工 
 

1  適用範囲 

【削除】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

フロー図内、字句の

削除 

 

準

備

・

機

材

搬

入 

足

場

設

置 

コ

ン

ク

リ

ー

ト 

ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
設
置 

排

水

管

設

置 

足

場

撤

去 

機
材
搬
出
・
後
片
付
け 

 
 

 

機

材

搬

入 

足

場

設

置 

コ

ン

ク

リ

ー

ト 

ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
設
置 

排

水

管

設

置 

足

場

撤

去 

機
材
搬
出 

 
 
 
 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 海岸保全 
土地改良事業等適用施工パッケージ型積算方式の試行 

（平成 29 年 9 月 25 日付け事調第 598 号農政部長通知）の一部改正 

 

１．適用年月日 

 最新設計単価の対象工事 最新設計単価の対象外工事 

積算基準日 令和６年 12 月 19 日以降 令和７年 2 月 20 日以降 

 
  



 



新  旧  対  照  表 

改     正 現     行 備 考 
 

－1－ 

Ｑ 海岸保全 

Ｑ～2200 捨石工 
 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

Ｑ 海岸保全 

Ｑ～2200 捨石工 
 

1  適用範囲 

【省略】 

2  施工概要 

施工フローは、下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

【省略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

フロー図内、字句の

改正 

 

準

備 

表

面

均

し 

後

片

付

け 

捨

石

投

入 

床
掘
基
礎
・
床
拵
え 

機

材

搬

入 

表

面

均

し 

機

材

搬

出 

捨

石

投

入 

床
掘
基
礎
・
床
拵
え 




